
、 ~》 葛 亨
公設浄化槽事業費特別会計【歳出】

玉 山 事務所

－ 731 一

'2画

款 1 公設浄化槽管理費 項 1 公設浄化槽管理費 目 1 公設浄化槽一般管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

公設浄化槽一般管理事務 280 ○公設浄化槽一般管理事務

公設浄化槽事業における使用料の賦課徴収に要する費用

･使用料賦課計算等業務委託料，収納消込業務委託料，収滞納システム賃貸借料 222千円
･消耗品費，郵便料， 口座振替手数料 58千円

公設浄化槽設置状況

人槽区分 基数

5人槽 27

7人槽 93

10人槽 2

14人槽 1

18人槽 1

21人槽 2
■

126
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玉 山 事務所

_’ 』鼻 』 － 732 一

款 1 公設浄化槽管理費 項 1 公設浄化槽管理費 目 2 公設浄化槽施設管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

公設浄化槽施設管理事務 6，329 ○公設浄化槽施設管理事務

既設の公設浄化槽126基の管理運営に要する費用。

･公設浄化槽維持管理業務委託料

･法定検査手数料

･汚泥汲取り手数料

･施設修繕料

･消耗品費， 自動車関係費

3，128千円
一

q ●

634千円

2,008千円

309千円

250千円



公設浄,&畠事業費特別会計【歳出】 、 、 亨

玉 山 事務 所

733 一ー

款 2 公 債 費 項 1 公 債 費 目 1 元 金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ． 事 業 等 の 説 明

市債償還事務

●

2,352 ○市債償還事務

公設浄化槽事業長期債償還に要する経費

･元金支払額
2,352千円
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款 2 公 債 費 項 1 公 債 費 目 2 利 子

科 目
(事務・事業名）

金 額

（千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 1,001 ○市債償還事務

公設浄化槽事業長期債償還に要する経費

･利子支払額

P

1，001千円
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農業集落排水事業費特別会計【歳入】

曇亨 ~》 ~》

経営企画課

－ 735 －

款 1 使用料及び手数料 項 1 使 用 料 目 1 農業集落排水施設使用料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

農業集落排水施設

使 用 料
75，341 ○農業集落排水施設使用料 75

生活環境改善及び水質保全を目的と

● 現年度分

滞納繰越分

， 341千円

して設置している農業集落排水施設使用料である。

73

1
，
，

608千円

733千円

● ●

6
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款 2 繰 入 金 項 1 一般会計繰入金 目 1 － 般会計繰入金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一 般会計繰入金 413,653 ○一般会計繰入金
413,653千円 ．

市内7地区で実施している農業集落排水事業に要する費用に対し一般会計から繰入れを行い，
事業運営の安定を図るものである。



”､

農業集落排水事業費特別会計【歳出】

、 、 亨

給 排 水 課

－ 737 一

款 1 農業集落排水事業費 項 1 農業集落排水整備費 目 1 農業集落排水整備費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

農業集落排水事業

推 進 事 務

8 ○農業集落排水事業推進事務

農業集落排水事業排水設備普及資金融資制度の活用により，

･農業集落排水事業排水設備普及資金利子補給金

0 －

水洗化・排水設備の普及を図る。

8千円
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款 2農業集落排水施設管理費 項 1 農業集落排水施設管理費 目 1 農業集落排水施設管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

農業集落排水

施設管理事業

い

108,846 ○農業集落排水施設管理事業

農業集落排水事業の管理運営に要する経費
管理対象施設次の地区に設置している農業集落排水処理施設（7施設）
太田地区，太田第二地区，乙部地区，乙部第二地区，上飯岡地区，下飯岡地区，巻堀地区●

総務課に係る経費

。 （一社）地域環境資源センター負担金 ．

経営企画課に係る経費．

･使用料賦課計算等業務委託料

･水道事業会計への負担金（郵便料）

･消費税及び地方消費税納付額

・口座振替手数料，消耗品費等

下水道施設管理課に係る経費

･光熱水費

･施設修繕料

･電報電話料

･汚泥汲取等手数料

20千円

19,417千円

旬 3 ， 161千円

383千円

15,509千円

364千円

80,625千円

22

５
２

９
９
，

円
円
円

千
千
千

８
３
２

４
２
０

９
４
１

23，778千円4

･処理施設維持管理等委託料

･原材料費

･消耗品費， 自動車関係費等
玉山事務所に係る経費

･光熱水費

･施設修繕料

･汚泥汲取等手数料

‘処理施設維持管理等委託料

･消耗品費,電報電話料等

24 ， 632千円

268千円

1,474千円

8，784千円
①

2

4

9

，

円
円
円
円
円

千
千
千
千
千

６
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４
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４
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農業集落排水事業費特別会計【歳出】
~､》 ~；

経営企画課

－ 739 －

款 3 公 債 費 項 1 公 債 費 目 1
一

フE 金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 326,628 ○市債償還事務

農業集落排水事業長期債償還に要する経費
･元金償還額

326,628千円



陰碧4春日lla

型ロ nｺ

勘 』 740 一
一

款 3 公 債 費 項 1 公 債 費 目 2 利 子

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 53,675

C す

○市債償還事務

農業集落排水事業長期債償還に要する経費
･利子支払額 ’

53,675千円

C G
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計【歳出】

、 診

子ども青少年課

－ 741 一

款 1母子父子寡婦福祉資金貸付費 項 1 貸 付 費 目 1 母子福祉資金貸付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

母子福祉資金貸付金 65,882 ○母子福祉資金貸付金

母子家庭の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り，併せて児童の福祉を増進することを目的として
福祉資金の貸付を行う。

●
●
●

母子福祉資金貸付金 20,001千円 ・

母子及び父子並びに寡婦福祉法第37条第2項の規定に基づく償還金 32,207千円
一般会計への繰出金 13,674千円
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司

款 1母子父子寡婦福祉資金貸付費 項 1 貸 付 費 目 2 父子福祉資金貸付費

父子福祉資金貸付金

夕

2,000 ○父子福祉資金貸付金

父子家庭の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図り，

福祉資金の貸付を行う。
● 父子福祉資金貸付金

併せて児童の福祉を増進することを目的として

2,000千円



．、 ‘毎，､

母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計【歳出】
、 亨

子ども青少年課

－ 743 一

款 1母子父子寡婦福祉資金貸付費 項 1 貸 付 費 目 3 寡婦福祉資金貸付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

◆

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

寡婦福祉資金貸付金 1,000 ○寡婦福祉資金貸付金

寡婦等の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図るため，
寡婦福祉資金貸付金

福祉資金の貸付を行う。
1 フ 000千円



』身 ■■■■■
一

可

款 1母子父子寡婦福祉資金貸付費 項 2 貸付事務費 目 1 貸付事務費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

母子父子寡婦福祉資金

貸付事務

12,
●

795 ○母子父子寡婦福祉資金貸付事務

母子家庭の母子や父子家庭の父子，

会計年度任用職員報酬等（4人）

・ 委託料（システム関係）

寡婦等に対し福祉資金の貸付を行うための経費

． その他の経費（消耗品費，郵便料等）

仁

9,873千円

1,646千円

1,276千円⑤

◆ =

◆ ■
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国民健康保険費特別会計【歳入】

、 ~i

健康保険課

奇タ
笥齢者支援金
課税分

r痩細
律国印譜ノ

承間巳瓢しLv、つ柳丁

の値を含めて積隻
行っているため,肩
している算式では
しない場合がある．

雪支援金

r護細

帯納 ノ‘
J-.6月

－ 745 一

款 1 国民健康保険税 項 1国民健康保険税 目 1 一般被保険者国民健康保険税

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

節 謡 ズ
矛。
凸

。

ー 狽×収納率＝収入額(予筧箱）
1 蛋療；洽付費分現年課税分 3,529,170二

一
一

』j× 92.51%= 3_264R35千 弓
2支援 萱分現年課税分 1,067,850= 二 剖× 92.51%= 9R7RRR千 弓
3介識 勾付金分現年課税分 391,805

二
一
一

9× 92.51%= 362_459千 ｴ］
4E 冒療ホ冶付費分滞納繰越分 949,862ヨ

凸
一

』j× 29.02％＝ 275-650千’可
5う乏援金分滞納繰越分 241,192引

凸
一

9× 29.02％＝ 69．994千I弓
6介護納付金分滞納繰誠分 136,747千

ｂ
《

ヨ× 29.02%= 39_6R4千I弓
合計 500n4qn千画

節 調疋語狽×川又細率＝ⅡY入罫画（予頁箱）

1 蛋療給仁 ･費分現年課j児分 3,576,982千円× 92009ｲ》＝ 21qnR,q千 弓
2支援金タ 惨現年課税分 1,082,316千円× 92 00％＝ 995.731千 弓



民健康保険費特別会計院

塞俣除 爵
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皇
1

款 4県 支 出 金 項 1県 負 担 金 目 1保険給付費等交付金

普通交付金 17,609,139 【制度】
国民健康保険保険給費等交付金 (普通交付金）

平成30年度国民健康保険法の一部改正により，県が国民健康保険の財政運営の責任主体として中心
的な役割を担うこととされたため新設されたもので，市町村の保険給付費に要する費用（病気や怪我
に関しての診察，治療，投薬などに対する国民健康保険の保険者負担分等）が，一部負担金減免額等
を除いて全額交付される。

【内訳】

普通交付金 17,609,139千円
保険給付費に要する費用（病気や怪我に関しての診察，治療，投薬などに対する国民健康保険の保
険者負担分等）から，一部負担金減免額及び地方単独事業として現物給付により一部負担金の割合を
減じる措置分を控除した額。
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国民健康保険費特別会計【歳入】

、 ~》

健康保険課

－ 747 一

款 4県 支 出 金 項 2県 補 助 金 目 l保険給付費等交付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特別交付金 442,911 【制度】 国民健康保険保険給費等交付金（特別交付金）

平成30年度国民健康保険法の一部改正により，県が国民健康保険の財政運営の責任主体として中心的な
役割を担うこととされたため新設されたもので，市町村財政状況その他の特殊要因や事業に応じた財政調
整のために交付される。 （旧制度の特別調整交付金及び特定健診負担金に代わるもの）

【内訳】 特別交付金 442,911千円 ．

1 保険者努力支援分 103,303千円

2 特別調整交付金分 小計177,087千円

●
●
●
●
●

非自発的失業軽減 10，858千円 ・被扶養者保険税減免 5，833千円
結核精神等 90，389千円 ・臓器提供意思表示 457千円
保健事業 8,710千円 ・東日本大霞災 50,913千円
非自発財政負担増 3，595千円 ・療養費適正化 346千円
後発医薬品周知広報等 986千円 ・経営努力分経過措置 5

3 県繰入金（2号分） 小計 73

●
●
●
●

保健事業

医療費適正化対策

1

9

特定健診等受診率向上対策 4

，
，
ｐ
，

515千円

479千円 ・収納率確保・向上 5

941千円 ・収納率向上対策 25

988千円 ・震災一部負担金免除 25
特定健診等受診率向上 2，000千円

4 特定健康診査等負担金 89，006千円

フ

７
１
，

000千円

円
円
円

千
千
千

０
０
７

０
０
０

０
０
１
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款 6繰 入 金 項 1－ 般会計繰入金 目 1 － 般会計繰入金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

保険基盤安定繰入金

その他一般会計繰入金

1,397,291

327,725

“
●

へ

【制度】

地方財政計画に経費が計上され，繰出しの基本的な考え方は，総務省内かんによる。
また，繰入れに要する経費は，

(法定外繰入金を除く。 ）

【内訳】

地方交付税により所要の措置が講じられる。
合 ■

(1)保険基盤安定制度に係る繰入れ 1,397,291千円
①保険税軽減分 897,325千円
被保険者の保険税負担の緩和と市町村国保の財政基盤安定のため，一般被保険者分の軽減相当額
（応益分の均等割と平等割額）を県3/4，市（一般会計） 1/4が負担する。

②保険者支援分

保険税軽減世帯の対象となつ

499,966千円

た一般被保険者数に応じて平均保険税の一定割合を国1/2，県及び
市（一般会計） 1/4が負担する。

(2)その他繰入金

国

申

327,725千円

から示される基本的な考え方に基づく操出に要する経費
康保険事務費に係る繰出金。

缶 ●

(出産育児一時金など）の他，国民健

0
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国民健康保険費特別会計【歳入】

、 ~；

健康保険課

「冨蓼菫菫夏了~r-毒二言雲~「幸一蓑一一章--菫-墓-丁-蔑一弱一一一三＝二弓

－749 －

款 6繰 入 金 項 2基 金 繰 入 金 目 1財政調整基金繰入金

財政調整基金繰入金 304,294

●

【制度】

盛岡市国民健康保険事業財政調整基金条例 (昭和63年3月23日条例第2号）第1条

国民健康保険事業に係る保険給付，国民健康保険事業費納付金の納付及び保健事業付に要する経費
に不足を生じた場合の財源に充てるため，国民健康保険事業財政調整基金が設置されている。

【内訳】

.財政調整基金繰入金 304，
保険給付等に不足が見込まれるこ
ある ◎

294千円

とから，財政調整基金より3億429万4千円を繰り入れるもので



窪 険 ）

津庚保険 爵

身 ’』食 、－

一
ー

款 8諾 収 入 項 1延滞金，加算金及び過料 目 1－ 般被保険者延滞金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

1 医療給付費分

2後期高齢者支援金分

3介護納付金分

90,480

21,714

13，211

○一般被保険者保険税の延滞納付に係る延滞金

1 医療給付費分

2後期高齢者支援金分

3介護納付金分

ー

125,405千円

90,480千円

21,714千円

13,211千円

● 缶

(単位：千円）

区分 25年度当初 26年度当初 27年度当初 28年度当初 29年度当初
30年度当初 元年度当初

一般医療 39,600 45,000 56,200 68,590 81,590 81,590 90,310

一般後期 3,400 6,000 6,800 12,000 17,500 17,500 20,444

一般介護 3,000 4,500 5,000 8,000 11,590 11，590 12，829



多鼠、

国民健康保険費特別会計【歳出】

、 、 ~》

健康保険課

－ 751 ー

款 1総 務 費 項 1総 務 管 理 費 目 ’一 般 管 理 費

科 目

(事務・事業名）
金 額

(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般管理事務 110,021 ○一般管理事務

･職員給与費等(13人）

･郵便料一

･国保給付システム業務委託料

･国保給付システム改修業務委託

･事務管理システム用機器賃貸借料

･その他の経費(旅費,需用費等）

財源：一般財源

96 ， 074千円

1,351千円

5

３
２

，

，
，

円
円
円
円

千
千
千
千

４
５
６
１

４
７
８
９

５
９
４
５

保険者事務共同電算処
理事務

72,607 ○保険者事務共同電算処理事務

･岩手県国保連が行う保険者事務の共同処理に係る委託経費
･結核精神レセプトデータ抽出

･国保情報集約システム手数料

･国保第三者行為求償事務手数料

･レセプト二次点検手数料

･KDBシステム手数料負担金

財源：一般財源

40

6

16

7

1

り
り
，

，
，

円
円
円
円
円
円

千
千
千
千
千
千

０
４
６
０
７
０

４
６
４
０
１
４

５
９
０
５
２
３

医療費適正化対策事業 16,866 ○医療費適正化対策事業 財源：一般財源

国保加入者の高齢化や疾病構造の変化等により年々医療費が増加している状況を踏まえ,国保事業の適
正･円滑な運営の確保及び国保財政の安定化等のため,医療費適正化の推進を図るものである。

･委託料(医療費通知作成業務等）
･郵便料 ､

7,109千円

9,757千円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

鼻 』 － 752 － ’ ’
1

款 1総 務 費 項 1総 務 管 理 費 目 2連合会負担金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

連合会負担金 33,813 ○連合会負担金

･岩手県国民健康保険団体連合会負担金

･国保盛岡地区協議会負担金

h

q 毎

33，744千円

69千円



壼、:，

国民健康保険費特別会計【歳出】

、 ~霊》

健康保険 課

－ ？33 一

款 l総 務 費 項 2徴 税 費 目 1賦 課 徴 収 費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

賦課徴収事務 158,813 ○賦課徴収事務

国民健康保険の加入者に対する保険税の適正な課税を行い，
ため， 自主納付及び滞納整理を行う。 ‘

･職員給与費等（18人）

制度の健全運営と税の公平負担を保つ

109,946千円

･会計年度任用職員人件費（3人） 5
･郵便料

･委託料

･その他の経費（需用費等）

7

32

７
１
，

円
円
円

千
千
千

１
４
５

６
６
３

６
４
４

3,307千円

収納率向上対策事業 63，631

〃

○収納率向上対策事業

国民健康保険制度の健全運営と税の公平負担を保つため， 自主納付の促進及び滞納整理を行う。
･会計年度任用職員人件費（納税推進員8人) . 21
･委託料

(収滞納管理業務委託

(公金収納消込業務委託

11

10

1

Ｊ
１
夕
，

011千円

914千円

354千円）

409千円）

(測量及び登記等業務委託（滞納処分費） 151千円）
･納税推進センターに係る経費 6
･郵便料 6

･コンビニ収納に係る経費 4

．収滞納システム賃借料 7
■ 口座振替手数料

９
９
７
９

円
円
円
円
円

千
千
千
千
千

２
１
４
４
６

３
２
０
９
８

５
０
９
９
８

･ペイジーロ座振替受付サービスに係る経費 199千円

｡

･不動産鑑定料・公売手数料・施解錠手数料（滞納処分費） ． 1,528千円
･その他の経費（旅費，需用費等） 2,642千円 一



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

’身身負 一 ？54 一

款 1総 務 費 項 3運営協議会費 目 1運営協議会費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

国保運営協議会事務 624 ○国保運営協議会事務

･国保運営協議会委員報酬 346千円
･岩手県国保運営委員協議会負担金 68千円
･その他の経費(旅費,需用費） 210千円

6

■

●



〆電

亨“§

国民健康保険費特別会計【歳出】

雫 ~》

健康保険課

－ 755 －

款 2保 険 給 付 費 項 1療 養 諸 費 目 1一般被保険者療養給付費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者療養給付
費

15，416，297 ○一般被保険者療養給付費

･療養の給付の支給

療養の給付及び療養費は,次の負担割合により医療費を支給する。

令和2年度の見込み

･被保険者数 ． 52,322人

･保険者負担額 15,416,297千円

区分(一般･退職共通） 保険者の負担（支給）割合

義務教育就学(小学校入学)後70歳未満

0歳以上義務教育就学(小学校入学)前
一一■ 今=一● ●凸一一

70歳以上
凸－9■ ●ー‐わ

－』－－ケ ■ 己申 －

割
一
割

７
’
８

8割（一定以上の所得のある者は7割）



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

』倉 』 － '756 - 勘
’

款 2保 険 給
。

付 費 項 1療 養 諸 費 目 2退職被保険者等療養給付費

科 目

(事務・事業名）

金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等療養給
付費

3,589 ○退職被保険者等療養給付費

･療養の給付の支給

療養の給付及び療養費は,次の負担割合により医療費を支給する。

令和2年度の見込み

･保険者負担額 3,589千円

※令和2年3月末をもって退職国保資格者は0人となるが,退職国保資格期間の受診分が訴求して請求される
ことから予算措置したもの

● 今

区分(一般･退職共通） 保険者の負担（支給）割合

義務教育就学(小学校入学)後70歳未満
0 F一一酔一“b－－bQ一T一一一一一一

0歳以上義務教育就学(小学校入学)前
－一一勺 q ■一 ＝■

7割
－今凸与一一 一■ 弓 F ■－

8割

70歳以上 8割（一定以上の所得のある者は7割）



、、

国民健康保険費特別会計【歳出】

、 、

健康保険課

－75ワ ー

款 2保 険 給 付 費 項 1 療 養 諸 費 目 3一般被保険者療養費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説明

一般被保険者療養費 68,595 ○一般被保険者療養費

･療養費の支給

療養の給付及び療養費は,次の負担割合により医療費を支給する。

令和2年度の見込み

･被保険者数 52,322人

･保険者負担額 68,595千円

■●

区分(一般･退職共通） 保険者の負担（支給）割合

義務教育就学(小学校入学)後70歳未満
■－凸一

0歳以上義務教育就学(小学校入学)前
－一一■ 等 b ■L ○つ 雫 一一一一一 一一一

70歳以上

a c D C －－－－

7割
一寸一○一一一

8割

8割（一定以上の所得のある者は7割）



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

鼻 鼻身 鼻 － 758 一

款 2保 険 給 付 費 項 1療 養 諸 費 目 4退職被保険者等療養費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等療養費 309 ○退職被保険者等療養費

･療養費の支給

療養の給付及び療養費は,次の負担割合により医療費を支給する。

令和2年度の見込み

，保険者負担額 309千円

※令和2年3月末をもって退職国保資格者は0人となるが,退職国保資格期間の受診分が訴求して請求される

ことから予算措置したもの

区分(一般･退職共通） 保険者の負担（支給）割合

義務教育就学(小学交入学)後70歳未満

0歳以上義務教育就学(小学校入学)前

70歳以上

7割
一一一一 一 一一一一一ニュー－－■－－＝一一一＝－＝一一 一一一▲ 一一一

8割
－■ ■一戸 写一・‐や F r－－■－●一一口－－

8割（一定以上の所得のある者は7割）



学

国民健康保険費特別会計【歳出】

学 、 亨

健康保険課

－753 ー

款 2保 険 給 付 費 項 1療 養 諸 費 目 5審査支払手数料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

審査支払手数料 49,488 ○審査支払手数料

･岩手県国民健康保険団体連合会に委託している受診費用の請求等の審査手数料
令和2年度の見込み

単価 件数見込 費用総額

48円 1,031,000件 49,488,000円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課款 2保 険 給 付 費 項 2高 額 療 養費 目 1一般被保険者高額療養費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者高額療養
費

2,165,399 ○一般被保険者高額療養費

･高額療養費の支給

次のような場合に,その超えた分を高額療養費として支給する。

【要件】 同じ人が同じ月内に医療機関に支払った一部負担金が自己負担限度額を超えた場合,超えた分
が申請により払い戻される。

■月の1日から末日までをひと月分として計算

■医療機関ごと,入院･外来ごとに計算

■同じ月内,同じ世帯で1件21,000円以上かかった診療が,2件以上あった場合は合算

(上記は70歳未満の場合,70歳～74歳の場合は,すべての医療費が合算対象）

■外来の院外処方で薬局に支払った金額は,処方菱を出した医療機関での一部負担金として合算

■厚生労働大臣が定める疾病で,療養期間が長く,かつ,高額な治療を継続する血友病や人工透析治療

70歳未満
■■■■■■■■■■■■■■■

区分
■■■■■■■■■■■■

ア
｜
イ
ー
ウ
｜
エ
ー
オ
－

を行う慢性腎不全等の場合は，自己負担が1万円(70歳未満の上位所得者で人工透析が必要な慢性腎

不全の方は2万円)で,その額を超えた分を国保が負担
70歳から74歳(H30.8月から）

● ●

・ 区分
みの

団人）

入院｡外来を合わせた囮庫飼(世魯）

1～3回目 ｜ 4回目圃鋒

一
定
以
上
所
得
者

、

ロ

I

佳屈理哩税所得
6”万円以上

住民硯鳳硬所細
3鯛万円以上

住毘盟
145X

得

一般

(住民税風税所得145万円未潰等）

18”円

(年固14.4万円上田）

8月～翌年7月まで

252.6“円

+(軽医療費-842”円xl”

167,4“円

+(緑戻■昼-5駆皿円x1％）

80.1“円

+(鯉堕塑R－“2,噸円xl”

57.600円

040.1叩円

”.”円

44,4”円

住民税亦腺目世帝、
『面、町入者全日と世毎主が性艮埋尊媒段の世帯】

住民瞬非腿浬世糟I
四昼坤入者全貝と世帯主の所待が｡の世帯）

8p”円

24”円

15皿0円

所得要件 限度額
限度額

(4回目以降）

住
民
税
繰
税
世
帯

基礎控除後の所得

901万円超

基礎控除後の所得
600万円～901万円以下

整癌捧除後の所得
201万円～600万円以下

基礎控除後の所得
201万円以下

252,600円

+(総医彊費-842.000円xl%)

167‘400円

+(総医畷費-5580000円×1%)

800100円

｡(篭医擦費-267,000円×1髄）

57,600円

140,100円

93,000円

44.400円

44.400円

住民税非謀税世帯等 35,400円 24,6"円



、 、 、 亨
国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 761 －

款 2保 険 給 付 費 項 2 高 額 療 養 費 目 2退職被保険者等高額療養費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等高額療
養費

974 ○退職被保険者等高額療養費

･高額療養費の支給

次のような場合に,その超えた分を高額療養費として支給する。
【要件】

同じ人が同じ月内に医療機関に支払った一部負担金が自己負担限度額を超えた場合,超えた分が申請によ
り払い戻される。

■月の1日から末日までをひと月分として計算

■医療機関ごと,入院･外来ごとに計~算

■同じ月内,同じ世帯で1件21,000円以上かかった診療が,2件以上あった場合は合算

(上記は70歳未満の場合,70歳～74歳の場合は,すべての医療費が合算対象）
●

■外来の院外処方で薬局に支払った金額は,処方葵を出した医療機関での一部負担金として合算

■厚生労働大臣が定める疾病で,療養期間が長く,かつ,高額な治療を継続する血友病や人工透析治療

を行う慢性腎不全等の場合は,自己負担が1万円(70歳未満の上位所得者で人工透析が必要な慢性腎

不全の方は2万円)で,その額を超えた分を国保が負担
70歳未満

※令和2年3月末をもって退職国保資格者は0人となるが,退職国保資格期間の受診分が訴求して請求される
ことから予算措置したもの

区分 所得要件 限度頓
限度額

(4回目以降）

ア

一
ウ

イ

エ

住
民
税
腺
税
世
帯

基礎控除後の所得
901万円超

基礎控除後の所得
600万円～901万円以下

基礎控除後の所得
201万円～600万円以下

基礎控除後の所得
201万円以下

252.600円

｡(総医僚饗-842,000円x1%)

167,400円

+(総医療費-558,000円×1鮎）

80.100円

+(緯医寂費-267."O円x1%)

57,600円

140‘100円

93‘000円

44,400円

44,400円

オ 住民税非謀税世帯等 351400円 24,600円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

○一冊

･高諦

呆険者高添
患蕃 冨同 の

ロ医擦保隊

§合筧療蕃響ル
保険の受給者がb

の紹えた額を高鞭
医療費
て次‘
一
一
一
一
一

住民穫課税所得690万円以上

住民税課税所得380万円以上

住民種諜税所得145万円以上

款 2保 険 給 付 費 項 2高 額 療 養 費 目 3一般被保険者高額介護合算療養費

科 目

(事務・事業名）

金 額

(千円）

G

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

1，040



’

弓‐》

国民健康保険費特別会計【歳出】

冷 字
.一

健康保険課

－ 763 一

款 2保 険 給 付 費 項 2高 額 療 養 費 目 4
退職被保険者等高額介護合算療養
費

科 ‘ 目

(事務・事業名）
金 額

(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等高額介
護合算療養費

10 ○退職被保険者等高額介護合算療養費

･高額介護合算療養費の支給

年間の医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合,医療保険と介護保険の限度額を適用後
に,合算して次の限度額を超えたときは,その超えた額を高額介護合算療養費として支給する。

70歳未満の自己負担限度額

※令和2年3月末をもって退職国保資格者は0人となるが,退職国保資格期間の受診分が訴求して請求される
ことから予算措置したもの

区分 所得区分 限度額

ア
．
｜
イ
’

ウ
｜
エ

住
民
税
課
税
世
帯

基礎控除後の所得
901万円超

基礎控除後の所得
600万円～901万円以下

基礎控除後の所得．
201万円～600万円以下

基礎控除後の所得

201万円以下

212万円

141万円

67万円

60万円

オ 住民税非課税世帯等 34万円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

身 一
一

款 2保 険 給 付 費 項 3移 送 費 目 1 － 般被保険者移送費

科 目

(事務・事業名）

金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者移送費

■

■

1

公

○一般被保険者移送費

被保険者が療養の給付を受けるため,病院又は診療所に移送されたとき,厚生労働省令の定めるところにより
算定した額を支給する。

｡ ｡ ｡

d

，



’
バリ富

国民健康保険費特別会計【歳出】

軍 3 ､

健康保険課

－ 785 －

款 2保 険 給 付 費 項 3移 送 費 目 2 退職被保険者等移送費

科 目

(事務_･事業名）
金 額

(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等移送費

一

1 ○退職被保険者等移送費

被保険者が療養の給付を受けるため,病院又は診療所に移送されたとき，
算定した額を支給する。

厚生労働省令の定めるところにより

9 ●



-時金

時金の支給

ｳｮ出産したとき

宙催割庵に力『

出産育児

出産育児一

被保険者

産科医跨
寺坐十ス

Fる世帯の世帯主に対して, 1件当たり40万4千円を支給す
出産した場合は,40万4千円に1万6千円を加算して42万便

I

款 2保 険 給 付 費 項 4出産育児諸費 目 1 出産育児一時金

科 日
(事務・事業名）

金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

60,480



~》~富亨､

国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－767 －

款 2保， 険 給 付 費 項 4出産育児諸費 目 2支 払 手 数 料

科 目
(事務・事業名）

金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

支払手数料 29 ○支払手数料

出産育児一時金の医療機関への直接支払制度により､岩手県国民健康保険団体連合会に対し手数料を支
出する。

支給見込額 単価(円） 件数(件） 金額(円）

210 136 28,560



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

一

款 2保 険 給 付 費 項 5葬 祭 諸 費 目 1葬 祭 給 付 費

科 目

(事務・事業名）
金 額

(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

葬祭給付費 10，410 ○葬祭給付費

･葬祭費の支給

被保険者が死亡したときに,葬祭を行う者に対して1件当たり3万円を支給する。

支給見込額

心

旬 ■

単価(円） 件数(件） 金額(円）

30,000 347 10,410,000



了雲亨学､

国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 769一

款 2保 険 給 付 費 項 6医療費助成費 目 1 医療費助成費

科 目

(事務・事業名）
金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

医療費助成事業 2,500

L？

○医療費助成事業

収入が生活保護基準以下の世帯の国保加入者を対象に,1世帯につき1年度に4回を上限に医療費の一部
負担金を助成する。

ー



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

』 負鼻 鼻－ 770 一

款 3国民健康保険事業費納付金 項 l医療給付費納付金 目 1 一般被保険者医療給付費納付金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者医療給付
費納付金

■
●

4,725,933 ○一般被保険者医療給付費納付金

平成30年度国民健康保険法の一部改正により，県が国民健康保険の財政運営の責任主体として中心的な
役割を担うこととされたため新設されたもので，県の国民健康保険特別会計において負担する国民健康保
険保険給付費等交付金（市町村の保険給付費相当分を県が負担するもの）等に充てるため，市町村が県に
納付する国民健康保険事業費納付金のうち一般被保険者医療給付費分に充てるもの。

● 国民健康保険事業費納付金（一般被保険者医療給付費納付金） 4,725,933千円

(国民健康保険事業費納付金全体内訳） （単位：千円）

国民健康保険
事業費納付金
(全体）

一般被保険者
医療給付費
納付金

退職被保険者
等医療給付費
納付金

一般被保険者後期
高齢者支援金等
納付金

退職被保険者等後
期高齢者支援金等
納付金

介護納付金

6,723,623 4,725,933 0 1,505,075 0 492,615



、~､~；－3
国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 7:71 一

款 3国民健康保険事業費納付金 項 2後期高齢者支援金等納付金 目 1
一般被保険者後期高齢者支援
金等納付金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者後期高齢
者支援金等納付金

1,505,075 ○一般被保険者後期高齢者支援金等納付金

平成30年度国民健康保険法の一部改正により，県が国民健康保険の財政運営の責任主体として中心的な
役割を担うこととされたため新設されたもので，県の国民健康保険特別会計において負担する国民健康保
険保険給付費等交付金（市町村の保険給付費相当分を県が負担するもの）等に充てるため，市町村が県に
納付する国民健康保険事業費納付金のうち一般被保険者後期高齢者支援金等に充てるもの。

●

4 a

国民健康保険事業費納付金（一般被保険者後期高齢者支援金等納付f 1,505,075千円

(国民健康保険事業費納付金全体内訳） （単位：千円）

国民健康保険
事業費納付金
(全体）

一般被保険者
医療給付費
納付金

退職被保険者
等医療給付費
納付金

一般被保険者後期
高齢者支援金等
納付金

退職被保険者等後
期高齢者支援金等
納付金

介護納付金

6,723,623 4,725,933 0 1,505,075 0 492,615



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

49ソ f 椚付金

)0年度国民健膝
沮うこととされ

洽付費等交付金
ろ国民健康俣隙

平威

役割を
険保険
hhM･a-

農険の勧

農険特月I
rるもα
L，(7)‐

の一鄙叡

新設され
付の保険
納付令の

攻連営の震

会計におし
確り一一一町

君

刃ｲ寸令 49Zf

款 3国民健康保険事業費納付金 項 3介 護 納 付 金 目 1介 護 納 付 金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

国民健康保険

事業費納付金
(全体）

一般被保険者
医療給付費
納付金

退職被保険者
等医療給付費
納付金

一般被保険者後期
高齢者支援金等
納付金

退職被保険者等後
期高齢者支援金等
納付金

介護納付金

6,723,623 4,725,933 0 1,505,075 0 492,615



、~》 ~~》~》
国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 7‘73 －

款 4共同事業拠出金 項 l共同事業拠出金 目 l その他共同事業拠出金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

その他共同事業拠出金 10 ○その他共同事業拠出金

退職者医療制度の該当者把握の目的で，国民健康保険中央会からの各種年金受給権者データを各都道府
県国保連は各市町村に送付する。当該処理に係る費用の分担金の納付に要する費用に充てるため、市町村
が退職者医療共同事業分担金を各都道府県国保連に納付するもの。

･退職医療事業分担金 10千円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

負 皇』 負－ 774 －

款 5保 健 事 業 費 項 1保 健 事 業 費 目 1特定健康診査等事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特定健康診査等事業費 227,286 ○特定健康診査等事業費
q ■

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき，保険者に特定健康診査等の実施が義務付けられている
特定健康診査及び特定保健指導に要する経費である。

･健診委託料（19,729人分） ・ 205,422千円

･国保連データ管理委託料 4

･受診券作成委託料 1

.特定健診受診率向上対策業務委託料 7

.郵便料・専用通信回線使用料 3

夕
，
，
，

354千円

円
円
円

千
千
千

４
０
７

８
０
３

５
４
９

･会計年度任用職員人件費（1人） 1,174千円

･特定健診費用負担金 1千円

､その他の経費（報償費，需用費等） 3,414千円

①



了~》尋~》
国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 7:75 一

款 5保 健 事 業 費 項 l保 健 事 業 費 目 2保 健 事 業 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

人間ドック健康診断事
業

20,127 ○人間ドック健康診断事業

保健事業の一環として疾病の早期発見，健康の保持増進を図るため，国保の被保険者が人間ドック
により健康診断を受けた場合に，その経費の一部を助成するものである。

助成額（1日コース， 1泊2日コースとも同額）

男（1日

女(1日
７
７

人
人
ノ
ノ
円
円
０
０
０
０
０
０

０
４
２
２

１
ｊ
共
共
泊
泊
１
１

女（1日， 1泊共） 20,000円/人

※女20,000円/人は乳がんと子宮がん検診のいずれも受診しない場合の単価

人間ドック健康診断委託料 20，127千円

上記の助成額のうち，特定健診に係る検査費用分が除かれた金額が人間ドック健康診断事業の
予算科目から支出となる委託料である。

内訳

特定健診受診時の単価9,580円×1,047人

特定健診受診時の単価13,580円×527人

特定健診対象外者 20,000円×81人

特定健診対象外者 24,000円×55人（女性健診含）



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

鼻 負 負 身－ 776 一

款 5保 健 事 業 費 項 l保 健 事 業 費 目 2保 健 事 業 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

訪問保健指導事業 8,942 ○訪問保健指導事業

国保加入者の中から重複・頻回受診者や糖尿病，高血圧で治療中の者を抽出し，診療報酬明細書の
詳しい状況を把握して保健師による訪問指導及び健康教室を行うことで重症化を予防し，併せて医療
費の抑制，適正化を図るものである。

● 会計年度任用職員人件費（訪問保健指導保健師3人） 8,692千円

健康教室講師謝金 111千円

･保健指導用パンフレット他

PC賃借料

99千円

40千円

① ｡



~夢字尋了

国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 777 一

款 6基 金 積 立 金 項 1基 金 積 立 金 目 1基 金 積 立 金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

国民健康保険事業財政
調整茎令積立金

108 ○国民健康保険事業財政調整基金積立金 一

盛岡市国民健康保険事業財政調整基金条例第4条により，基金の運用から生ずる収益（利子）を国
民健康保険特別会計予算に計上して，基金に編入するものである。

国民健康保険事業財政調整積立金 108千円



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

鼻 』 身
ー －

款 7諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 1一般被保険者保険税還付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般被保険者保険税還
付金

33,000 ○一般被保険者保険税還付金

･年度遡及して生じる還付金(社保加入や転出による資格喪失及び住民異動等による税額変更）
･過誤納付による還付金(地方税法第17条）

一般被保険者保険税還付金

三

･医療給付費分 23

．．後期高齢者支援金分 7

．介護納付金分 3

３
，
，

円
円
円

千
千
千

０
０
０

０
０
０

０
０
０



、~》？‐》

国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 773 一

款 7話 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 2 退職被保険者等保険税還付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等保険税
還付金

496 ○退職被保険者等保険税還付金

､年度遡及して生じる還付金(社保加入や転出による資格喪失及び住民異動等による税額変更）
･過誤納付による還付金(地方税法第17条）

退職被保険者等保険税還付金
● 医療給付費分

･後期高齢者支援金分

･介護納付金分

366千円

60千円

70千円

b ●



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

身 身 負 身－ 780 一

款 7諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 3償 還 金

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

償還金

早晶

●

1 ○償還金 ◆

令和元年度国庫負担金等の実績見込に基づく申請により概算交付されたもののうち，
との差額の超過交付分を返還するもの。

償還金 1千円

実績と概算交付額



、~》~》ゞ、

国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 781 ー

款 7諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 4一般被保険者還付加算金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業等 の 説 明

一般被保険者還付加算
金

850 ○一般被保険者還付加算金

･年度遡及して生じる還付金に対する加算金

･過誤納付による還付加算金(地方税法第17条の4)，還付又は充当する金額に年1.6%を加算する。

一般被保険者還付加算金

･医療給付費分 750千円

・後期高齢者支援金分 50千円

･介護納付金分 50千円

一

q 旬

◆ ﾏ



国民健康保険費特別会計【歳出】

健康保険課

鼻 』 鼻 』－ 782 －

款 7諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 5退職被保険者等還付加算金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

退職被保険者等還付加
算金

100 ○退職被保険者等還付加算金

･年度遡及して生じる還付金に対する加算金

･過誤納付による還付加算金(地方税法第17条の4),還付又は充当する金額に年1.6%を加算する。

退職被保険者還付加算金

･医療給付費分 、 70千円

･後期高齢者支援金分 10千円

･介護納付金分 20千円

イ



、亨》亨

介護保険費特別会計【歳入】

介護保険課

－ 783 一

款 1 保 険 料 項 1 介護保険料 目 1 第1号被保険者保険料

科 目
(事務・事業名)

金 額

(千円）
事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現年度分特別徴収保険
料

現年度分普通徴収保険
料

5,214,328

410,127
1

○特別徴収保険料（現年度分）

介護保険第1号被保険者の特別徴収（年金からの天引き納付）分に係る保険料額

○普通徴収保険料（現年度分）

介護保険第1号被保険者の普通徴収（金融機関等での納付）分に係る保険料額
(単位：円）

現年度分保険料総計③5,675,768,500円×特別徴収割合91.87％＝ 5,214,328,500円

現年度分保険料総計③5,675,768,500円×普通徴収割合8.13%×収納率88.88%= 410,127,800円

所得段階
見込人数

①

保険料年額

②

保険料総額

③＝①×②

1 13，333 27,800 370,657,400

2 6,283 42,600 267 9 655,800

3 6,398 53，700 343,572,600

4 10，448 63,000 658,224,000

5 10，284 74,100 762,044,400

6 11,038 88,900 981,278,200

7 11,199 96,300 1,078,463,700

8 4,604 111，100 511,504,400

9 1，705 125,900 214,659,500

10 1，733 144,500 250,418,500

11 11525 155,600 237,290,000

計 78,550
一 5,675,768,500



介護保険費特別会計【歳入】

介護保険課

負 身 負 鼻－784
■■I■■■

款 3 国庫支出金 項 1 国庫負担金 目 1 介護給付費負担金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） ウ

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明
『

現 年 度 分 4,483,994 ○介護給付費に係る国庫負担金（現年度分） 4,483,994千円

介護保険の財源のうち50％が40歳以上の被保険者が納める保険料，
県・市町村の負担金であり,その中の国の負担金である。
国庫負担金割合：施設等分15％；その他分20％

残りの50％が公費である国．

一一



？~、？字

介護保険費特別会計【歳入】

介護保険課

－ 785 ー

款 3 国庫支出金 項 2 国庫補助金 目 1 調整交付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現 年 度 分 1，281，786 ○介護給付費に係る財政調整交付金（現年度分） 1,281,786千円

介護保険の財源のうち50％が40歳以上の被保険者が納める保険料，残りの50％が公費である国.
県・市町村の負担金であり，その中の国の補助金である。

財政調整交付金割合：5％（平成30年度実績5.25％）

！ ．



介護保険費特別会計【歳入】

長寿社
〈
云 課

身 鼻
ー

ー

款 3 国庫支出金 項 2 国庫補助金 目
2地域支援事業費交付金（介護
予防・ 日常生活支援総合事業）

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現 年 度 分

■

127,981 ○地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業の介護予防． 日常生活支援総合事業の総事業費から対象外経費を控除した額に交付率25/100を
乗じて得た額。 （1円未満の端数が生じた場合は， これを切り捨てるもの）

翌年度に提出する実績報告により交付金の額が確定となり，確定額を超える交付金が交付されているとき
は，超える部分について返還する。



~》
－

》亨了

介護保険費特別会計【歳入】

会長寿社 課

－ 787 一

款 3 国庫支出金 項 2 国庫補助金 目
3地域支援事業費交付金（介護予
防・日常生活支援総合事業以外）

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現 年 度 分 162,377 ○地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外） ．

地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業以外の総事業費から対象外経費を控除した額に交付率
｡

38.5/100を乗じて得た額。 （1円未満の端数が生じた場合は， これを切り捨てるもの）

翌年度に提出する実績報告により交付金の額が確定となり，確定額を超える交付金が交付されているとき

は，超える部分について返還する。



介護保険費特別会計【歳入】

介護保険課

身 負 _》 身－ 788 －

款 4 支払基金交付金 項 1 支払基金交付金 目 1 ・介護給付費交付金

由
■
Ｊ
ｊ
ｐ

■、

画 p 目 金 額 玉
一

己 務手 ・ で 子 乗 覺手 （〃 冒兄 明

現 年 度 分

●

6,592,042

q ●

○介護給付費に係る支払基金交付金（現年度分） 6,592,042千円

介護保険の財源のうち50％が40歳以上の被保険者が納める保険料，残りの50％が公費である国・
県・市町村の負担金であり， 当該交付金は，第2号保険者（40～64歳）が納めた介護保険料である。
支払基金交付金割合：27％

L c

･ ･



、字》、

介護保険費特別会計【歳入】

《
云長寿社 課

一？89 一

款 4 支払基金交付金 項 1 支払基金交付金 目 2 地域支援事業支援交付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ． 事、 業 等 の 説 明

現 年。 度 分 138,220 ○地域支援事業交付金（介護予防･日常生活支援総合事業）

地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業の総事業費から対象外経費を控除した額に交付率27/100

を乗じて得た額。 （1円未満の端数が生じた場合は， これを切り捨てるもの）

翌年度に提出する実績報告により交付金の額が確定となり，確定額を超える交付金が交付されているとき

は，超える部分について返還する。

● 凸



介護保険費特別会計【歳入】

介護保険課

鼻 負 負 負－ 730 －

款 5 県支出金 項 1 県負担金 目 1 介護給付費負担金

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現 年 度 分 3,450,872 ○介護給付費に係る県負担金（現年度分） 3,450,872千円

介護保険の財源のうち50％が40歳以上の被保険者が納める保険料，
県・市町村の負担金であり，その中の県の負担金である。

残りの50％が公費である国．

県負担金割合：施設等分17.5％，その他分12.5％

一

◆



~､》》亨~；

介護保険費特別会計【歳入】
今
云 課長寿社

－ 731 －

款 5 県支出金 項 2 県補助金 目
1 地域支援事業費交付金（介護
予防・ 日常生活支援総合事業）

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等の 説 明

現 年 度 分 63,990 ○地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業の総事業費から対象外経費を控除した額に交付率12．5/100
を乗じて得た額。 （1円未満の端数が生じた場合は， これを切り捨てるもの）
翌年度に提出する実績報告により交付金の額が確定となり， 確定額を超える交付金が交付されているとき

は，超える部分について返還する。 ‐



介護保険費特別会計【歳入】

長寿社
〈
云 課

身 鼻 身 』’732
－ －

款 5 県 支出金 項 2 県補助金 目
2地域支援事業費交付金（介護予
防・日常生活支援総合事業以外）

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の ‐説 明

現 年 度 分 81，188 ○地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業以外の総事業費から対象外経費を控除した額に交付率
19.25/100を乗じて得た額。 （1円未満の端数が生じた場合は， これを切り捨てるもの）

翌年度に提出する実績報告により交付金の額が確定となり，確定額を超える交付金が交付されているとき
は，超える部分について返還する。



~､ﾍ》胃亨

介護保険費特別会計【歳入】

介護保険 課

－ 733 ÷

款 7 繰 入 金 項 1 一般会計繰入金 目 1 一般会計繰入金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現年度分介護給付費繰
入金

現年度分地域支援事業
費繰入金（介護予防．
日常生活支援総合事
業）

現年度分地域支援事業
費繰入金（介護予防・
日常生活支援総合事業
以外）

低所得者保険料軽減繰
入金

その他一般会計繰入金

3,051,871

63，990

81，188

193,251

438,648

○介護給付費に係る一般会計繰入金（市負担分） （現年度分） 3,051,871千円
ｰ9 ≠

介護保険の財源のうち50％が40歳以上の被保険者が納める保険料，残りの50％が公費である国。
県・市町村の負担金であり，その中の市の負担金である。

市負担割合： 12．5％
0

口

○現年度分地域支援事業費に係る一般会計繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業） 63,990千円

介護保険費特別会計で実施している地域支援事業のうち，事業額から個人負担等の対象外経費を控
除し，残った対象経費の12.5％が負担されるものである。

｡ ~

○現年度分地域支援事業費に係る一般会計繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業以外） 81,188千円

介護保険費特別会計で実施している地域支援事業のうち，事業額から個人負担等の対象外経費を控
除し，残った対象経費の19.25％が負担されるものである。

○低所得者の保険料軽減に係る一般会計繰入金193,251千円

低所得者（保険料段階1～3）の保険料軽減。国50％，県15％，市15％，負担されるものである。
巳

○その他一般会計繰入金 438,648千円

･保脚斗関係事務費 44,738千円

･認定関係事務費 157j339千円
･システム整備費等60,551千円

･職員人件費 157,947千円

･その他事務費等 18,073千円



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

鼻 負
■■■■■ l■■■■■

款 1 総 務 費 項 1 総務管理費 目 1 －般管理．費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

一般管理事務 158,466 ○一般管理事務

介護保険に係る一般管理経費

･職員給与費（25人） 154,639千円

･会計年度任用職員報酬 3，516千円

･その他の経費 311千円

給付事務 15,418 ○給付事務

介護給付事務に係る一般経費

･介護保険システムバッチ処理委託料（給付管理業務） 9,018千円

･郵便料 5,630千円
● その他の経費 770千円

介護保険システム整備
事業

60,552 ○介護保険システム整備事業

介護保険システム機器等の賃貸借や介護保険制度改正に伴う介護保険システム改修のための経費
･介護保険システム改修委託料 31,758千円

･介護保険システム機器等借上料 28,794千円



、~》？う

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－735
一

款 1 総 務 費 項 1 総務管理費 目 2 運営協議会費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

運営協議会事務 303 ○盛岡市介護保険運営協議会に係る一般経費

・運営協議会委員報酬（16人） 288千円

･その他の経費 15千円



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課
款 1 総 務 費 項 2 徴 収 費 目

｡

1 賦課徴収．費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

被保険者証発行事務 21428 ○被保険者証発行事務

被保険者の資格得喪の管理及び被保険者証の発行を行う。

介護予防・日常生活支援総合事業に係る被保険者証の発行を行う。
･介護保険システムバッチ処理委託料（資格管理業務） 1,939千円
･その他の経費 489千円

｡

賦課徴収事務 42,310 ○賦課徴収事務

介護保険料の賦課及び徴収に要する経費
･郵便料
●

6,883千円

口座振替手数料，保険料特徴に係る団体経由手数料， コンビニ収納手数料 1
･介護保険バッチ処理業務委託料（収納データ異動日次更新処理等） 20
･電話催告委託料

･収納消込電算委託料

･収納消込業務委託料

･滞納管理支援システム借上料

･その他の経費

２
．
１

，
９
８
７

円
円
円

千
千
千

１
９
３

８
３
７

３
４
６

412千円

300千円

8 ， 875千円

347千円



､う》亨
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 737 一

款 1 総 務 費 項 3 介護認定審査会費 目 1 介護認定審査会費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護認定審査会事務 88,616 ○介護認定審査会事務

要介護（要支援）認定申請の受付，主治医意見書作成依頼，介護認定審査会の運営及び要介護（要支
援）認定を行い，結果を被保険者あてに通知する。

･介護認定審査会委員報酬 18,460千円
● 主治医意見書作成料 63,001千円

一三

･その他の経費 7,155千円 。

郵便料，印刷製本費等



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

鼻 身 鼻 負－？38 一

款 1 総 務 費 項 3 介護認定審査会費 目 2 認定調査等費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

認定調査等事務 69,163

● q

○認定調査等事務

要介護（要支援）認定調査等を適正・円滑に行う。

･介護支援専門員（パート会計年度任用職員11人）報酬等 33,327千円
･要介護認定調査業務委託料 33,591千円
･その他の経費

郵便料，印刷製本費等

2,245千円

●

昏 G

①



ﾍ》亨~；胃

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－739 －

款 1 総 務 費 項 4 趣旨普及費 目 1 趣旨普及費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

趣旨普及事務 2,353 ○趣旨普及事務

介護保険制度の円滑な運営のため，介護保険制度の趣旨普及を行う。

･保険料通知同封用パンフレット等の印刷製本費 2,090千円

･広報もりおか掲載料 141千円

･その他の経費 122千円

6



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身 』 身 鼻nI1i
－ ー

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 1 居宅介護サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

℃

居宅介護サービス給付費

●

‐

10,328,091 ○居宅介護サービス給付費

要介護者が指定居宅サービス事業者の行う居宅サービスを受けた場合に，
給する。

｡ 『

居宅介護サービス給付費を支



､胃亨亨

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 801一

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 2特例居宅介護サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例居宅介護サービス
給付費

10 ○特例居宅介護サービス給付費

要介護者が緊急やむを得ない理由等で居宅サービスを受けた場合に，特例居宅介護サービス給付費を支
給する。

● ●



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

負 身 身 身
－802

一

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 3 施設介護サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

施設介護サービス給付費 7,238,205 ○施設介護サービス給付費

要介護者が介護保険施設に入所し施設サービスを受けた場合に，施設介護サービス給付費を支給する。



~》~》》亨

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－803 ー

款 2 保険給付費 ､項 1 介護サービス等諸費 目 4特例施設介護サービス給付費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例施設介護サービス

給付費

● ●

10 ○特例施設介護サービス給付費

要介護者が緊急やむを得ない理由等で施設サービスを受けた場合に，特例施設介護サービス給付費を支
給する。

b "



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 5 居宅介護福祉用具購入費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

居宅介護福祉用具購入費 22,117 ○居宅介護福祉用具購入費

在宅の要介護者が指定された特定福祉用具販売事業者から特定福祉用具を購入した場合に，居宅介護福
祉用具購入費を支給する。



~》う》了
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 805 一

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 6 居宅介護住宅改修費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 . 事 業 等 の 説 明

居宅介護住宅改修費 37，601 ○居宅介護住宅改修費

在宅の要介護者が手すりの取付け等の住宅改修を行った場合に，居宅介護住宅改修費を支給する。



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身 舅 _鼻 鼻－806 －

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 7居宅介護サービス計画給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

居宅介護サービス計画

給付費

■

1，299，071 ○居宅介護サービス計画給付費

在宅の要介護者が居宅介護支援事業者の行う居宅介護支援を受けた場合に，
支給する。

g ■

居宅介護サービス計画費を

甲



､、胃》

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 807 －

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 8特例居宅介護サービス計画給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

○ 一

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例居宅介護サービス

計画給付費

10 ○特例居宅介護サービス計画給付費

要介護者が緊急やむを得ない理由等で居宅介護支援事業者の行う居宅介護支援を受けた場合に，特例居
宅介護サービス計画費を支給する。



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

』 _， 豊 一』
■■I■■■

ー

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 9地域密着型介護サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

地域密着型介護サービス

給付費

3,419,572 ○地域密着型介護サービス給付費 ■

要介護者が指定地域密着型介護サービス事業者の行う地域密着型サービスを受けた場合に，地域密着型
介護サービス給付費を支給する。

●

豆



~》~》》う
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 809 －

款 2 保険給付費 項 1 介護サービス等諸費 目 10特例地域密着型介護サービス給付費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例地域密着型介護

サービス給付費

10 ○特例地域密着型介護サービス給付費

要介護者が緊急やむを得ない理由等で指定地域密着型介護サービス事業者の行う地域密着型サービスを
受けた場合に，特例地域密着型介護サービス給付費を支給する。

8 .

● ■

● ｡



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身 身 鼻 負－ 810 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 1 介護予防サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防サービス給付費

ヴ

447,731

ダ
ウ

○介護壬防サービス給付費

要支援者が指定介護予防サービス事業者の行う指定介護予防サービスを受けた場合に，介護予防サービ
ス給付費を支給する。 ．

｡ ●



~》亨》、

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－811 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 2特例介護予防サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例介護予防サービス

給付費

10 ○特例介護予防サービス給付費

要支援者が緊急やむを得ない理由等で居宅サービス事業者の行う居宅サービスを受けだ場合に，特例介
護予防サービス給付費を支給する。

●



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課
款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 3 介護予防福祉用具購入費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防福祉用具購入費 5,184 ○介護予防福祉用具購入費

在宅の要支援者が指定された特定福祉用具販売事業者から特定福祉用具を購入した場合に，介護予防福
祉用具購入費を支給する。

ゆ‘

1



､~》；､
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 813 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 4 介護予防住宅改修費
！

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防住宅改修費 18，040 ○介護予防住宅改修費

在宅の要支援者が手すりの取付け等の住宅改修を行った場合に，介護予防住宅改修費を支給する。

P



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

』 』 負 鼻－ 814 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 5介護予防サービス計画給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説明

介護予防サービス計画

給付費

79,258 ○介護予防サービス計画給付費

在宅の要支援者が指定介護予防支援事業者の行う指定介護予防支援を受けた場合に，
計画給付費を支給する。

介護予防サービス

'

句



~》~》》夛
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

一

－

－ 815 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 6 特例介護予防サービス計画給付費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例介護予防サービス

計画給付費

、

10 ○特例介護予防サービス計画給付費

要支援者が緊急やむを得ない理由等で指定介護予防支援事業者の行う介護予防支援を受けた場合に，特
例介護予防サービス計画給付費を支給する。

4



介護保険費特別会計【歳出】

護保険 副

‘ 』 － 816 一 身 』

款 2 保険給付費 項 2介護予防サービス等諸費 目 7 地域密着型介護予防サービス給付費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

地域密着型介護予防

サービス給付費

31,662 ○地域密着型介護予防サービス給付費

要支援者が指定地域密着型介護サービス事業者の行う地域密着型介護予防サービスを受けた場合に，域密着型介護予防サービス給付費を支給する。

Q 昏

一 ｳ

地



~》 言亨 ~》､

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 817 一

款 2 保険給付費 項 2 介護予防サービス等諸費 目 8特例地域密着型介護予防サービス給付費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

､ 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例地域密着型介護

予防サービス給付費

10 ○特例地域密着型介護予防サービス給付費

要支援者が緊急やむを得ない理由等で指定地域密着型介護サービス事業者の行う地域密着型介護予防
サービスを受けた場合に,特例地域密着型介護予防サービス給付費を支給する。

■ ジ

申



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身 臭 _》 負一 818 －

款 2 保険給付費 項 3 その他諸費 目 1 審査支払手数料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

審査支払手数料 28,086 ○審査支払手数料

サービス事業者からの介護給付費の請求についての審査及び支払いを委託している岩手県国民健康保険
団体連合会に対して，手数料を支払う。

ﾛ e

9

■



一電》

介護保険費特別会計【歳出】

、 ~~； ､

介護保険課

－ 819 ー

款 2 保険給付費 項 4 高額介護サービス等費 目 1 高 額介護サービス費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額介護サービス費 636,938 ○高額介護サービス費

要介護者が居宅サービスと施設サービスに対して支払った自己負担額が一定の上限額を超えた場合に，
高額介護サービス費を支給する。



介護保険費特別会計【歳出】 1

介護保険課

身』身貧 820
ー 一

ｰ

款 2 保険給付費 項 4 高額介護サービス等費 目 2 高額介護予防サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額介護予防サービス費 681 ○高額介護予防サービス費

要支援者が居宅サービスに対して支払った自己負担額が一定の上限額を超えた場合に，高額介護予防
サービス費を支給する。 ．

● ●

P



学．、

介護保険費特別会計【歳出】

弓 ~》

介護保険課

－ 821 ー

款 2 保険給付費 項 5 高額医療合算介護サービス等費 目、 1 高額医療合算介護サービス費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額医療合算介護

サービス費

80,606 ○高額医療合算介護サービス費

要介護者が，介護保険サービスを利用した際の自己負担額及び医療費の自己負担額の合算が，
限額(年額)を超えた場合，高額医療合算介護サービス費を支給する。

p

$

一定の上



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

負』一』負 822 6 ･
一

一

款 2 保険給付費 項 5高額医療合算介護サービス等費 目 2 高額医療合算介護予防サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額医療合算介護予防

サービス費

、

261 ○高額医療合算介護予防サービス費

要支援者が，介護保険サービスを利用した際の自己負担額及び医療費の自己負担額の合算が，一定の上
限額(年額)を超えた場合，高額医療合算介護予防サービス費を支給する。

、 ~

ゆ



‐う

介護保険費特別会計【歳出】

~夢 ~》 亨

介護保険課

－ 823 －

款 2 保険給付費 項 6特定入所者介護サービス等費 目 1 特定入所者介護サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特定入所者介護

サービス費

740,530 ○特定入所者介護サービス費

低所得の要介護者が介護保険施設に入所等をした場合に，食費・居住費の負担軽減を図るため，特定入
所者介護サービス費を支給する。 ‘

0



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

身舅身身 － 824 一

款 2 保険給付費 項 6特定入所者介護サービス等費 目 2 特例特定入所者介護サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例特定入所者介護

サービス費

10

凸
②

○特例特定入所者介護サービス費

低所得の要介護者が緊急やむを得ない理由等で施設サービスを利用した場合に，介護保険施設入所等に
係る食費・居住費について負担軽減を図るため，特例特定入所者介護サービス費を支給する。

、



、~》~》、

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 825 一

款 2 保険給付費 項 6特定入所者介護サービス等費 目 3 特定入所者介護予防サービス費

科 目

(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特定入所者介護予防

サービス費

1，250 ○特定入所者介護予防サービス費

低所得の要支援者が短期入所生活介護・短期入所療養介護を利用した場合に，食費・滞在費の負担軽減
を図るため，特定入所者介護予防サービス費を支給する。



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

負 _， 鼻 鼻－ 826 一

款 2 保険給付費 項 6特定入所者介護サービス等費 目 4特例特定入所者介護予防サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

特例特定入所者介護予防

サービス費

一へ

10 ○特例特定入所者介護予防サービス費

低所得の要支援者が緊急やむを得ない理由等で短期入所生活介護･短期入所療養介護を利用した場合
に，食費・滞在費について負担軽減を図るため，特例特定入所者介護予防サービス費を支給する。

●



学へ》、､
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

827
ー一

款 3 地域支援事業費 項 1 介護予防・生活支援サービス事業費 目 1 第1号訪問事業

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

訪問介護事業 119，608 ○第1号訪問事業

介護保険の要支援者及び事業対象者に対して，指定事業者による介護予防訪問介護相当の訪問型サービ
ス（ホームヘルパーサービス）を提供する。

'



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

款 3 地域支援事業費 項 1 介護予防・生活支援サービス事業費 目 1 第1号訪問事業

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

訪問型サービスB事業 960 ○訪問型サービスB事業（総合計画事業）

介護保険法第115条の4第1項第1号イの規定に基づき，介護保険の要支援者
及びこれに準ずる者（事業対象者）に対して，住民の支え合いによる訪問型サー

ビス（従来のホームヘルパーによる生活支援に加え，除草，電球交換，雪かき等
の介護保険対象外の生活支援）を提供する。

･第1号訪問事業補助金 960千円

財源：国25.0%県・市各12.5%第1号被保険者保険料23.0%第2号被保険者保険料27.0%

ｰ



~藩》、~》､
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 823 ー

款 3 地域支援事業費 項 l 介護予防・生活支援サービス事業費 目 2 第1号通所事業

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

通所介護事業 302,333 ○第1号通所事業

介護保険の要支援者及び事業対象者に対して，指定事業者による介護予防通所介護相当の通所型サービ
ス（デイサーピス）を提供する。

0 甲



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社 今
云 課

身 _』 _》 鼻ー
■■■■■■

款 3 地域支援事業費 項 1介護予防・生活支援サービス事業費 目 2 第1号通所事業

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

通所型サービスC事業 6，162

こ り

○通所型サービスC事業(総合計画事業）
事業対象者が， 通所による短期集中的な介護予防プログラムの提供を受ける。
また,利用後も在宅でセルフケアを継続できるよう支援するdo

･委託料（介護予防プログラム

･消耗品費

財源

･アセスメント・送迎加算）

:国25.0％県・市各12.5％第1号被保険者保険料23.0％

6,100千円

62千円

第2号被保険者保険料27.0%

申 ■



、、~》‐》
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 831 一

款 3 地域支援事業費 項 1 介護予防・生活支援サービス事業費 目 3 介護予防ケアマネジメント事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防ケアマネジメ
ント事業

62,735 ○介護予防ケアマネジメント事業

介護保険の要支援者及び事業対象者に対して，介護予防ケアマネジメントを実施する。

0

①



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社 会 課

身 ゞ-’ － 832 一 身 負

款 3 地域支援事業費 項 1 介護予防・生活支援サービス事業費 目 3介護予防ケアマネジメント事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防

ケアマネジメント事業

715
●

●

○介護予防ケアマネジメント事業（総合計画事業）

要支援者等が訪問型サービスや通所型サービスを利用する場合に必要とされる
介護予防ケアマネジメントを実施する際，必要となる情報を共有するためのシス
テムを維持するために要する経費。

●

支援センターシステム保守委託料 715千円

財源：国25.0％県・市各12.5％第1号被保険者保険料23.0%第2号被保険者保険料27.0%

ケ●

●
句

○ ■



学、~》‐》
介護保険費特別会計【歳出】

長寿社 会 課

一 833 一

款 3 地域支援事業費 項 2 一般介護予防事業費 目 1 一般介護予防事業費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防普及啓発事業 14,619 ○介護予防普及啓発事業（総合計画事業）

健康教育・健康相談等を通じて，介護予防に関する活動の普及啓発や地域にお
ける自発的な介護予防に資する育成・支援を行う。

◆元気はなまる筋力アップ教室 3，993千円

市民（高齢者）を対象に，介護予防の普及啓発に資する運動，栄養 ， 口腔等に係る

介護予防教室「元気はなまる筋力アップ教室」を実施する。

●
●
●

直営型教室従事者（体育指導員，保健師等）報償金 848千円
委託型教室委託料 1,897千円

地域健康教育報償金 44千円

・ その他の経費(消耗品，郵便料，複写機使用料，ノートPC借上) 1,204千円

◆介護予防講演会 15千円
市民(高齢者)を対象に,介護予防のための講演会を開催する。

・ 報償金 15千円

◆介護予防太極拳教室 390千円

身近な地域で介護予防に取り組める拠点づくりの役割を担うことができる介護予防太極拳教室を開催し，
介護予防を進めていく。
● 介護予防太極拳教室業務委託料390千円

◆介護予防ヨガ教室 390千円

身近な地域で介護予防に取り組める拠点づくりの役割を担うことができる介護予防ヨガ教室を開催し，
介護予防を進めていく。
● 介護予防ヨガ教室業務委託料390千円



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
〈
云 課

負 』 負 』－834 一

款 3 地域支援事業費 項 2 一般介護予防事業費 目 1 一般介護予防事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 ‘ の 説 明

●

＋

｡

◆一般介護予防事業対象者介護予防教室

一般介護予防事業対象者又はその家族及び高齢者を支える地域の住民等を対象として
予防啓発についての事業と介護予防啓発の事業を行う。
●

，

1,760千円

認知症

勺

一般介護予防事業対象者介護予防教室運営業務委託料 1,760千円
◆介護予防健康相談事業

●
●

介護予防に関する教室,講演会等に併せて,個別相談を実施する。
物品修繕料 17千円

医薬材料費 15千円

◆普及啓発事業

･介護予防パンフレット(盛岡版)保健福祉サービスリーフレットの印刷303千円

32千円

586千円

･広報もりおか掲載料 283千円

◆介護予防手帳 0千円
■

介護予防のためのセルフマネジメントツールとして介護予防手帳を印刷し，
･印刷製本費隔年印刷のため0円

◆盛岡ゆうゆう大学開催事業

対象者に交付する。

高齢者自身の生きがい及び地域社会参加並びに地域づくりの意識の高揚を図る
ため

●
●

’ ｢盛岡ゆうゆう大学(旧もりおか老人大学)｣を開催する。
各種講座講師等謝金等 3,620千円

会計年度任用職員人件費(事務補助1名） 2,258千円

(報酬1,676千円，期末手当227千円,社会保険料295千円，通勤手当60千円）
・旅費 11千円

●

●
●
印刷製本費･消耗品費 977千円

特別講座委託料 543千円

･ PC借上料 39千円
●

財源

その他の経費 5千円

国:25.0%県・市：各12.5%第1号被保険者保険料:23.0%

7,453千円

第2号被保険者保険料：27．0％



､、~》~》

介護保険費特別会計【歳出】

長寿社 会 課

835
一 1■■■■■

款 3 地域支援事業費 項 2 一般介護予防事業費 目 1 一般介護予防事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

地域介護予防

活動支援事業

166 ○地域介護予防活動支援事業（総合計画事業）

◆介護予防ボランティア養成事業 107千円

地域の高齢者を対象に健康教育，健康相談等の取組を通じて介護予防に関する活動の普及・啓発や

地域における自発的な介護予防に資する育成・支援を行う。

･介護予防ボランティア養成講座講師謝金 62千円

･消耗品 30千円

･介護予防ボランティア活動保険料 15千円

(介護予防ボランティア75人）

◆シルバーリハビリ体操推進事業 59千円

9 ，

住民運営による高齢者の通いの場の充実と，高齢者の「活動」 と 「参加」の促進を図るため，岩手県が

実施している「シルバーリハビリ体操指導者養成事業」による体操指導ボランティアを養成する。

･消耗品 30千円

・郵便料 18千円
● シルバーリハビリ体操指導者活動保険料 11千円

(シルバーリハビリ体操指導者52人）

財源国：25．0％県・市：各12.5％第1号被保険者保険料：23．0％第2号被保険者保険料：27．0％



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

鼻 』 負 賞－ 836 ー

款 3 地域支援事業費 項 2 一般介護予防事業費 目 1 一般介護予防事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

地域リハビリテーション．

活動支援事業

365 ○地域リハビリテーション活動支援事業（総合計画事業）

◆通いの場へのリハビリテーション専門職派遣 131千円

住民運営による高齢者の通いの場の充実と，高齢者の「活動」 と 「参加」の促進を図るため，

｢シルバーリハビリ体操」に取り組む場に， リハビリテーション専門職を派遣し助言・指導する

ことにより，効果的で持続可能な通いの場運営を支援する。

また’通いの場での介護予防効果が発揮されるよう， リハビリテーション専門職がシルバーリ

ハビリ体操指導者（体操指導のボランティア）への技術的助言等のフォローアップを行う。

･報償費（理学療法士等のリハビリテーション専門職） 131千円

■ わ

◆自立支援型地域ケア会議への専門職派遣 234千円

地域ケアマネジメント会議（自立支援型）へ専門職を派遣し，ケアマネジャーの資質向上を図

ることにより，効果的な予防支援につなげ，介護予防機能を強化する。

･報償費（理学療法士，管理栄養士，歯科衛生士，薬剤師等） 234千円

財源国：25"0％県・市：各12.5％第1号被保険者保険料：23．0％第2号被保険者保険料：27．0％



、~胃胃
介護保険聖特別会計【歳出】

健康福 祉課

－ 837
－

款 3地域支援事業費 項 2一般介護予防事業費 目 1 一般介護予防事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

介護予防普及啓発事業 582 ○高齢者食生活改善栄養教室

在宅高齢者が生き生きと元気に暮らせるよう,健康の基本である食生活についての教室を開催し,高
齢者の健康増進を図る。

●
●
報償費(報償金）

需用費(消耗品費）

○元気はなまる筋力アップ教室

Q

62千円

64千円

年齢や心身の状況によって分け隔てすることなく,介護予防のための住民の通いの場を充実させ,人
と人とのつながりを通じて,住民の自主的な社会参加を促し,通いの場が継続的に拡大していくような地
域づくりを推進する。

●

対象者は,介護保険の第一号被保険者及びその支援のための活動に関わる者

委託料 456千円



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

』 』 』 負ー838 一

款 3 地域支援事業.費 項
3 包括的支援事業
任意事業 費

●

目 1 総合相談事業費

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

総合相談事業

の

●

281,669 ○総合相談事業(総合計画事業）

被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに,可能な限り,地域において自立した日常生活を営むこと

ができるよう支援するため, 11か所の地域包括支援センターと8か所の介護支援センターに包括的支援業務を委託

し,総合相談及び包括的ケア体制の構築など,地域住民の心身の健康保持及び生活の安定のために,継続的かつ

包括的な支援を行う。

･盛岡市包括的支援業務委託料 248

･盛岡市包括的支援(ブランチ型)業務委託料 32
，
，

円
円
千
千

０
０
１
７
０
７

･地域包括支援センター運営協議会委員報酬 288千円

･地域包括支援センター周知パンフレット印刷製本費

･その他の経費(報償費，旅費）

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23.0％．

440千円

161千円

今 巳



、~》誉､
介護保険費特別会計【歳出】

長 寿社
《
言 課

－ 833 ー

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業 費

●

目 2 権利擁護事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

権利擁護事業 61 ○権利擁護事業(総合計画事業）

地域包括支援センターの職員等関係者を対象に研修を行い，高齢者の権利

擁護や高齢者虐待の早期発見，防止，養護者支援等の適切な支援に繋げる。

･高齢者権利擁護虐待防止研修会講師謝金 61千円

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23.0％

凸 ●

e や



介護保険費特別会計【歳出】

地域福祉課

鼻 身 身 身-840 -

款 3 地域支援事業費 項 3包括的支援事業・任意事業費 目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

任意事業 3,828 ○任意事業

･盛岡市社会福祉協議会事業費補助金

盛岡市社会福祉協議会が主体となって実施する「認知症高齢者見守事業（シルバー
メイト事業） 」に係る経費の一部を補助する。

6 分

3,828千円



今、字葛､
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 841 一

款 3 地域支援事業費 項 3 包括的支援事業・任意事業費 目 3 任意事業費

科 目
． （事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

任意事業

口

1,303 ○任意事業

①給付適正化事業

介護保険給付の適正化を図るため,福祉用具貸与や住宅改修等の実施に多職種が関与し検証を行う
ほか，介護サービスの利用内訳を送付する等の,適正化の啓発事業を行う。

･地域ケアマネジメント会議への専門職派遣に係る報酬 694千円

･給付適正化事業委託料（介護サービス費利用のお知らせ作成業務） 189千円

･パンフレット作成費 308千円

･封筒購入 102千円

②住宅改修理由書作成費補助金 10千円

｡ *



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

842負 舅 』 負一 一

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業費

●

目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説
や 0

明

任意事業

9

52,005 ○任意事業（総合計画事業）

被保険者が要介護状態等となることを予防するとともに，可能な限り地域において， 自立した日常生活
を営むことができるよう支援するため,各種事業を実施する。

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23.0％

◆認知症支援対策事業

･認知症実務担当者研修旅費 92千円

◆家族介護者リフレッシュ事業

家族の身体的，精神的負担の軽減を目的とし，介護から一時的に離れて，介護者相互の交流会等を
市全域版と日常生活圏域版（11箇所）で開催する。

･家族介護者リフレッシュ事業委託料

C D

け

952千円



~》~》 ､、
介護保険費特別会計【歳出】

長寿社 会 課

－843 q■■■■

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業費

目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

◆家族介護慰労金支給事業

住民税非課税世帯であり，介護度4又は5に該当し，過去1年間に介護保険サービスを利用しなかった

者を介護する家族に，慰労金100,000円を支給する。

･家族介護慰労金 500千円

【事業実績】

◆高齢者世話付住宅生活援助員派遣事業（シルバーハウジング事業）

市営月が丘アパートの高齢者世話付住宅の入居者に生活援助員を派遣する。

･生活援助員派遣委託料

◆配食サービス事業

ｰ

1,901千円

ひとり暮らし又は高齢者世帯等で，食事の調理が困難な者に対し，食事の配達及び安否の確認を行う。

・ 配食サービス業務委託料 20，382千円

◆ひとり暮らし高齢者等地域生活サポート事業

家庭内の事故等による通報に随時対応するための体制を整備することにより，高齢者の地域における

自立した生活の継続を図る。

・ 高齢者等地域生活サポート業務委託料 8，424千円

・ 電報電話料 271千円
U ●

支給件数

R1見込 5

H30 2

m29 2



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

鼻 _』 身 負844
d■■■■ー

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業費

●

目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

◆介護教室・医療保健講座開催事業

高齢者等及びその家族等が，介護予防や介護技術，医療・保健等の知識を習得し，在宅介護や地域支援
などに活用することを目的とする。地区福祉推進会単位で実施。

･介護教室・医療保健講座開催事業委託料 967千円

◆成年後見制度利用支援事業

認知症等により判断能力が不十分で,身寄りがないことや費用負担が困難なために成年後見制度を利用

できない高齢者に対し，本人に代わり市が申し立て等の手続きを行う。

●
●
●
●

消耗品費（申立印紙代） 106千円

郵便料（申立切手） 104千円

印刷製本費（広報もりおか掲載料）

扶助費(診断書作成料，鑑定料，後見人報酬） 4
③ ‐ ●

◆認知症サポーター養成事業

7

141千円

149千円

市民を対象に,認知症の正しい知識と対応方法を学ぶための講座を開催し,認知症の人や家族が安心して暮らす
ための地域づくりを推進する。

●
●
認知症サポーター養成講座テキスト 288千円

郵便料 17千円

・オレンジリング送料 6千円

・認知症キヤラバンメイト･サポーター研修報償費 31千円

● ｡



~》~》 ~う》亨
介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

845 －1■■■■■

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業費

●

目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

◆認知症講演会

●
●
●

市民を対象に,認知症に関する講演会を開催する。

講師謝金

費用弁償

消耗品費

◆高齢者紙おむつ支給事業

100千円

47千円

30千円

住民税非課税世帯の寝たきり高齢者等で,紙おむつを必要とする者に対して紙おむつを支給することにより，

介護者の負担の軽減を図る。
● 紙おむつ支給業務委託料 13

【事業実績】
、

フ 497千円

延利用者数 支給枚数

R1見込 6,985人 374,638枚

H30 6,471人 337,275枚

H29 6,008人 328,380枚

H28 5,040人 294,070枚



介護保険費特別会計【歳出】

健康 福祉課

負 身 負 身－ 846 一

款 3地域支援事業費 項 3包括的支援事業・任意事業費 目 3 任意事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ． ‘ 事 業 等 の 説 明

任意事業 33

d

q

｡

○任意事業

◆高齢者紙おむつ支給事業

在宅で長期にわたって寝たきり等の生活をしている高齢者に対して，紙おむつを支給すること
により ， 当該在宅寝たきり等高齢者の介護の負担軽減を図る。

合併協議に基づき，平成18年3月31日時点での対象者のうち，盛岡市の制度に非該当となっ

た対象者についてのみ，継続実施しているもの。

・委託料

【事業実績】

､

◆

33千円

4 C

0 -

旬

” －

対象者数 支給枚数

R2予定 2 240

R1見込 2 240

H30 3 600

H29 3． 360



？亨 亨＝；
介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
今
云 課

－ 847 ー

款 3 地域支援事業費 項 3包括的支援事業・任意事業費 目
4 在宅医療 ●

介護連携推進事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

6

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

在宅医療．

介護連携推進事業

■ ■

21,000 ○在宅医療･介護連携推進事業(総合計画事業）

地域において,医師,歯科医師,リノ､ビリテーション専門職,看護師,介護職員,薬剤師,行政等の

多職種の協働による在宅療養者への医療介護の連携体制を構築する。

･在宅医療･介護連携推進事業委託料 21，000千円

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23‘0％



介護保険費特別会計【歳出】

今
云長寿社 課

身 鼻 身 負－ 848 一

款 3 地域支援事業費 項 3包括的支援事業・任意事業費 目 5 生活支援体制整備事業費

科 目

(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

生活支援体制整備事業 44,046 ○生活支援体制整備事業（総合計画事業）

介護保険法第115条の45第2項第5号の規定に基づき，高齢者の地域における自立した日常生活の支援

や，要介護状態になることの予防等を行うため，生活支援体制の整備に取り組む。

･地域ケア推進会議報償金

･牛活支援コーディネーター委託料

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23.0％

e

43 ，

269千円
中

777千円

■ ｡

グ ■



一雨》~》夢、
介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
〈
云 課

－ 843 一

款 3 地域支援事業費 項 3包括的支援事業・任意事業費 目 6 認知症総合支援事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

認知症初期集中支援

推進事業

13，996 ○認知症初期集中支援推進事業（総合計画事業）

･認知症初期集中支援チームの設置 ・認知症支援ネットワーク会議の開催
● もの忘れ検診の実施 ・認知症に対する正しい知識の普及啓発

認知症になっても，住み慣れた地域で生活を継続するために，医療機関や介護サービス及び地域の

支援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担う，認知症初期集中支援チームを配置し，医療

と介護の連携強化や，地域における支援体制の構築を図る。また，市民に対して認知症に対する正し

い知識等の周知を図る。

● 会計年度任用職員人件費（在宅高齢者支援員2人） 6

(報酬5,149千円十社会保険料792千円十通勤手当120千円）

, 061千円

・ 認知症支援ネットワーク会議報償金‘ 192千円

●

●
◆
●
●

在宅高齢者支援員旅費（研修・訪問） 61千円
在宅高齢者支援員研修負担金 40千円

もの忘れ検診等に係る委託料

もの忘れ検診票・広報もりおかの印刷に係る経費
巳 ●

･支援センターシステム保守委託料

･ PC借上料

5
ア 円

円
円
円

千
千
千
千

３
４
１
４

６
５
５
４

７
３
３
１

｡ ‐ もの忘れ検診データ処理機器PCアップグレード 508千円

。 もの忘れ検診データ処理機器リース料 273千円

・ その他経費（消耗品，郵便料，複写機使用料） 249千円

財源：国38.5％県・市各19.25％第1号被保険者保険料23.0%



介護保険費特別会計【歳出】

今
云長寿社 課

』 身 身 負－ 850 一

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業 費

●

目 6 認知症総合支援事業費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

認知症地域支援。

ケア向上事業

3,420 ○認知症地域支援・ケア向上事業（総合計画事業）

･認知症地域支援推進員の配置 ・認知症サポート医の配置

認知症になっても，住み慣れた地域で生活を継続するために，医療機関や介護サービス及び地域

支援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担う，認知症地域支援推進員及び認知症サポー

ﾄ医を配置し，医療と介護の連携強化や，地域における支援体制の構築を図る。また，市民に対し
て シ

●

認知症に対する正しい知識等の周知を図る°

会計年度任用職員人件費（認知症地域支援推進員1人）

(報酬2,575千円十社会保険料396千円十通勤手当60千円）

3,031千円

・ 認知症サポー卜医報償金 240千円

・ 認知症地域支援推進員旅費（研修・訪問） 71千円

●
●
認知症地域支援推進員研修負担金 38千円

その他経費（賃借料） 40千円

財源：国38.5％県・市各19.25%第1号被保険者保険料23.0%



へ》~》胃、

介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
冬
云 課

－ 851 ー

款 3 地域支援事業費 項
3 包括的支援事業
任意事業費

●

目 7 地域ケア会議推進事業費

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

地域ケア会議推進事業 400 ○地域ケア会議推進事業（総合計画事業）

介護保険法の規定に基づき，各地域での課題の整理や解決に向けた取組を検討する地域ケア会議を

開催するとともに，地域ケア会議で検討された地域課題等を解決していくための住民主体の取組を支援

することにより フ 地域包括ケアシステムの構築を推進する。

･地域包括ケアシステム構築推進事業補助金 400千円
*

財源：国38.5％県･市各19.25％第1号被保険者保険料23.0%

ゆ



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課款 3 地域支援事業費 項 4 そ の他諸費 目 1 審査支払手数料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

審査支払手数料 2,621
ロ ｡

○審査支払手数料

サービス事業者からの訪問型サービス予防訪問介護相当，通所型サービス予防介護通所介護相当及び介
護予防ケアマネジメントに係る請求についての審査及び支払いを委託している岩手県国民健康保険団体連
合会に対して，手数料を支払う。



字~》~》亨
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 853 ー

款 3 地域支援事業費 項 5 高額介護予防サービス費 目 1 高額介護予防サービス費

科 目

(事務・事業名）
･金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額介護予防サービス費 780 ○高額介護予防サービス費 ●

要支援者が介護予防訪問介護と介護予防通所介護サービスに対して支払った自己負担額が一定の上限額
を超えた場合に，高額介護予防サービス費を支給する。

,

七 ●

■ け

■ 令



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

_員 』 身 鼻－854 一

款 3 地域支援事業費 項 6 高額医療合算介護予防サービス費 目 1 高額医療合算介護予防サービス費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

高額医療合算介護予防
サービス費

280 ○高額医療合算介護予防サービス費

要支援者が，介護予防訪問介護と介護予防通所介護サービスを利用した際の自己負担額及び医療費の自
己負担額の合算が，一定の上限額(年額)を超えた場合，高額医療合算介護予防サービス費を支給する。

●

●

｡



、~､~》字

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－855 ー

款 4 基金積立金 項 1 基金積立金 目 1 基金積立金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等の 説 明

介護給付費準備基金

積立金

62,766 ○介護給付費準備基金積立金

て

介護保険費特別会計の余剰金及び積立済みの基金から生じる預金利子の介護給付費準備基金への積み立
◎

第1号被保険者の保険料率は3年を単位とした事業計画期間毎に設定されていることから
の給付費等の変動に対処するため積み立てを行う。

’ 当該期間内



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

_》 』 負 鼻－ 856 ー

款 5 諾支出金 項 1 償還金及び還付加算金 目 1 第1号被保険者保険料還付金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

第1号被保険者保険料
還付金

4,640 ○第1号被保険者保険料還付金

過年度納付分保険料の過誤納に係る還付金を支出する。

〆



へ》~》富､

介護保険費特別会計【歳出】

介護保険 課

－ 857 一

款 5 諸支出 金 項 1 償還金及び還付加算金 目 2 償 還 金

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

償還金 2 ○償還金

前年度において介護給付費の国･県の負担金又は介護給付費交付金（社会保険診療報酬支払基金）の確
定額を超える額が市に交付された場合に，超えた額を返還する。



介護保険費特別会計【歳出】

長寿社
合
云 課

負 負 負 負858 －－

款 5 諸支出金 項 1 償還金及び還付加算金 目 2 償 還 金

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

償還金

一

2

●

●

６

○償還金

令和元年度地域支援事業交付金及び地域支援事業支援交付金額の確定額を超える交付金が交付された場合，
その超える額を返還するもの。

・ 償還金 2千円



~》、胃､
介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

－ 853 ー

款 5 諸支 出金 項 1 償還金及び還付加算金 目 3 第1号被保険者還付加算金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ． 事 業 等 の 説 明

第1号被保険者還付

加算金

30 ○第1号被保険者還付加算金

過誤納金の還付に伴う，還付加算金を支出する。

4



介護保険費特別会計【歳出】

介護保険課

負 負 負－ 860 一 』

款 6 予 備 費 項 1 予 備 費 目 1 予 備 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

● ●

事 務 ・ 事 業 等一 の 説 明

予備費 1，000 ○予備費

予期しなかった予算外の支出又は予算超過の支出が生じた場合に予備費を充当する。

■

白

●



へ》~､夢
後期高農医療費特別会計i歳入】

健康保険課

881
q■■■■ ■ﾛ■■■■

款 1後期高齢者医療保険料 項 1後期高齢者医療保険料 目 1特別徴収保険料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現年度分

寺 、

1,717,818 ○特別徴収保険料
｡ 、

後期高齢者医療保険料のうち，受給している年金からの天引きによる納付（特別徴収）分に係る保
険料額。
なお ， 納付された保険料は市で徴収後，全額を岩手県後期高齢者医療広域連合へ納付する。



後期高齢者医療費特別会計【歳入】

健康保険課

負 』 862 資 身■■I■■■ －

款 1 後期高齢者医療保険料 項 1後期 高 齢者医療保険料 目 2普通徴収保険料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

凸 ”

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

現年度分 952,303 ○普通徴収保険料

高齢者医療保険料のうち，納付書等により金融機関等での納付（普通徴収）分に係る保険料額。
なお フ 納付された保険料は市で徴収後，全額を岩手県後期高齢者医療広域連合へ納付する。



~》、胃、
後期高齢者医療費特別会計【歳入】

健康保険課

863
1■■■■■ 一

款 3繰 入 金 項 ’一般会計繰入金 目 2保険基盤安定繰入金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

保険基盤安定繰入金 518,195 ○保険基盤安定繰入金

保険基盤安定負担金に係る一般会計からの繰入金。

保険料の軽減額に対する負担金として岩手県後期高齢者医療広域連合へ納付する。



後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

負 』 鼻一 884 一 身

款 1総 務 費 項 1総 務 管 理 費 目 1－ 般 管 理 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般管理事務 3，173 ○一般管理事務

後期高齢者医療に係る一般管理事業を円滑に進めることを目的とする。

･会計年度任用職員人件費（1人） 2,383千円

､印刷製本費（発送用窓あき封筒等） 583千円

･事務用消耗品費 207千円
6 ，

①

申 一



夢亨》亨

後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

－ 885 －

款 l総 務 費 項 2徴 収 費 目 1徴 収 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ． 事 業 等 の 説 明

徴収事務

● 凸

38，611 ○徴収事務

窓口業務や保険料徴収等に係る一般経費。

･被保険者証，納入通知書送付等に係る郵便料等 8,424千円

･コンビニ収納代行手数料 565千円

･収納消込業務委託料 513千円

･後期高齢者医療システムバッチ等業務委託料 9,327千円

･後期高齢者医療システム改修業務委託料（軽減） 、 1

．収滞納システム賃貸借料 4

．後期高齢者医療システム機器等借上料 9

９
７
１

521千円

767千円

636千円

･電話催告業務委託等 810千円

･電話催告業務パソコン借上料 20千円

､その他の経費（需用費，システム改修委託料等） 3,028千円



後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

」
Q後期高齢者医療広域連合雑

保険料、保険甚囎安岸負担

司齢者医僚広

寸令

あ

款 2
後期高齢者医療広域連合納
付金

項 1
後期高齢者医療広域連合納付
金

目 1
後期高齢者医療広域連合納付
金

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

3,200,642



~；亨胃夢

後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

- 887 -

款 3 諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 l保険料還付金

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

保険料還付金 6,000 ○保険料還付金

保険料の過誤納による還付金。

･保険料還付金 6，000千円



後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

O還付加算金

保険料の渦誤納に』

や

●

－

款 3 諸 支 出 金 項 1償還金及び還付加算金 目 2還 付 加 算 金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明 ．

200



~》胃？亨

後期高齢者医療費特別会計【歳出】

健康保険課

863 一
ー

款 4予 備 費 項 1予 備 費 目 1 予 備 費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

予備費 1,000 ○予備費

特別会計運営に係る予備費。

･予備費 1，000千円



戸

中央卸売市場費費特別会計【歳入】

中央卸売市場業務課

｡

身 _』 負 鼻
8，70 －

1■■■■■

款 1使用料及び手数料 項 1 使 用 料 目 1 市場使用料

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市場使用料 103,540

○市場使用料 103,540千円

卸売業者の取扱高及び仲卸業者の直接集荷取扱高に係る使用料収入である。

･青果物取扱高割使用料 60,792千円

･水産物取扱高割使用料 42,748千円

施設使用料 508,602 ○施設使用料

市場施設の貸出しに伴う使用料収入である。

･青果物卸売場等使用料

508,602千円．

235,551千円

･水産物卸売場等使用料 111,180千円

･関連事業者施設使用料 158,239千円
，
● 会議室等使用料 3,632千円

土地使用料 9,132 ○土地使用料

市場内の土地の貸出しに伴う使用料収入である。

9,132千円



~》~》 》亨

中央卸売市場費費特別会計【歳入】

中央卸売市場業務課

－ 871 ー

款 2 繰 入 金 項 1 一般会計繰入金 目 1 一般会計繰入金

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明 ．

一 般会計繰入金 473,003

○一般会計繰入金 473,003千円

総務副大臣通知による一般会計が市場特別会計に繰出しを行う場合の基準に基づき算定されるもの

463,174千円

・営業費用の30％ 95,217千円

・建設改良費に係る償還元金の50％ 336,143千円

･建設改良費に係る償還利子の50％ 31,814千円

その他の繰入金 9,829千円



中央卸売市場費費特別会計【歳入】

中央卸売市場業務課

_； 負_』 負－ 872 一

款 4 諸 収 入 項 1 雑 入 目 1 雑 入

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ． ､ 事 業 等 の 説 明

場内業者光熱水費
立替金収入

153,541

○場内業者光熱水費立替金収入 153,541千円

場内業者の光熱水費等を立替支出していることに伴う収入である。

●
●
売買参加者章立替金

灯油使用料立替金

29千円

487千円

円
円
円
円

千
千
千
千

’
９
９
７
０

０
２
８
０

６
８
７
８

８
０
２

３
１

１

金

金
金
替

替
替
立
金

立
立
料
替

料
料
用
立

用
用
使
費

使
使
道
雪

気
道
水
排

電
水
下
除

雑 入

●

59,824 ○市場電気売払収入 59,824千円

盛岡市中央卸売市場メガソーラー事業(太陽光発電)に係る東北電力㈱への売電収入である。



~字~》》、
中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

－ 873 一

款 1 市場総務費 項 1 市場管理費 目 1 －－ 般管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

一般管理事業 569,308 ○一般管理事業

市場施設及び設備の管理運営を適切に行い，生鮮食料品の安定供給を図るため実施するものである。

･報酬 8

.職員給与費（給料・手当・共済費： 13人（被災地派遣1人含む） ） 101

･社会保険料 1

，
９
７

円
円
円

千
千
千

８
０
３

４
８
８

０
５
６

･旅費 546千円

･消耗品費等 1，643千円

･燃料費 2，217千円

･光熱水費 163,064千円

･施設修繕料 14

.役務費 4

･委託料

1 建物管理関係業務委託 81

2施設警備業務委託 23

3建物清掃業務委託 10

4情報処理関係業務委託 3

5環境衛生関係業務委託 10

6除雪業務委託 1

･使用料及び賃借料

1 システム機器賃貸借 15

2太陽光発電設備賃貸借 43

3 LED機器賃貸借 2

4下水道使用料 5

，
Ｐ

，
，
り
，
９
７

７
９
り
り

000千円

577千円

円
円
円
円
円
円

千
千
千
千
千
千

８
５
１
２
２
０

０
４
５
８
７
０

６
２
８
１
１
６

円
円
円
円

千
千
千
千

７
６
４
８

２
４
０
５

８
５
９
０

5複写機使用料等 159千円
･負担金

1 市場運営協力会関係負担金 4，446千円

2全国中央卸売市場協会関係負担金 140千円

3会議講習会等出席負担金 7千円

･国有資産等所在市町村交付金 12，572千円

･消費税 56 , 633千円



中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

_』 』 鼻 皇－874 一

款 1 市場総務費 項 1 市場管理費 目 2 ． 運営事業費

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市場運営事業 1,298 ○市場運営事業

卸売業者及び場内業者に対する検査の一部を公認会計士へ委託する蝋検査・指導を実施することにより，
業務の適正化及び経営の健全化を図ろうとするものである。 。

･委託料
1

1 卸売業者等財務検査業務委託 968千円

2財務アドバイザリー業務委託 330千円

0



夢夢~誉‐》
中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

－8'75 一

款 1 市場総務費 項 1 市場管理費 目 2 運 営事業費

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市場活性化事業

ー

621 ○市場活性化事業

市場機能の強化を図り，生鮮食料品が安定的に供給される活発な市場取引ができる環境づくりに向けて，

市場活性化ビジョンに基づき，業者間の連携，経営基盤の強化及び販売促進に向けた事業を推進するもの

である。

･報償費

市場活性化セミナー講師謝金

･火災保険料等

31千円

卸売市場開放デーに係る賠償責任保険料 20千円

･委託料

活性化アクションプラン助言指導業務委託 129千円

卸売市場開放デー食育推進事業委託 90千円

卸売市場開放デー警備業務委託 212千円

･負担金

残留農薬検査経費 139千円



中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

’

負 _’ 身 負- 878 -

款 2 公 債 費 項 1 公 債 費 目 1 元 金

科 目

(事務・事業名）
金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 672,288 ○市債償還事務

市場の建設事業費に係る長期借入金元金の償還である。

･長期債借入金償還元金 672,288千円



､》 、亨

中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

－ 877 一

款 2 公 債 費 項 1 公 債 費 目 2 利 子

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 63,629 ○市債償還事務

市場の建設事業費に係る長期借入金利子の償還である。

･長期債借入金償還利子 63j629千円



中央卸売市場費特別会計【歳出】

中央卸売市場業務課

ノ

I

』
一 一

款 3 予 備 費 項 1 予 備 費 目 1 予 備 費

科 目
(事務・事業名）

金額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

予 備 費 500 ○予備費

中央卸売市場費特別会計に係る予備費である。

･予備費 500千円

0

b ●



噌~》育~；
新産業等用地整備事業費特別会計【歳入】

新産業拠点形成推進事務局

873－ー

款 2 市 債 項 1 市 債 目 1 市 債

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

新産業等用地整備事業債 962,200 ○新産業等用地整備事業債

新産業等用地整備事業に要する経費に充当するための起債 962,200千円

●



新産業等用地整備事業費特別会計【歳入】

新産業拠点形成推進事務局

鼻 _筆》』 鼻－ 880 ー

款 3 財産収入 項 1 財産売払収入 目 1 不動産売払収入

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

土地売払収入 558,520

ー

○土地売却収入

道明地区新産業等用地（第一事業区）売却収入 558,520千円

● 一

q

●

？

凸 勺

e ■



~亨~､ ~》 亨
新産業等用地整備事業費特別会計【歳出】

新産業拠点形成推進事務局

－ 881 －

款 1 新産業等用地整備事業費 項 1 新産業等用地整備費 目 1 新産業等用地整備費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

新産業等用地整備事業 1,520,759 ○新産業等用地整備事業（戦略プロジェクト事業）

盛岡市新産業等用地整備基本計画に基づき，食料品製造業等のリーディング産業や成長が見込まれる医療分野

を中心とした先端技術を有する企業の集積を図るとともに，産学官連携や企業間連携等による新技術・新商品開

発を行い，企業の高付加価値化を実現するための「ものづくり拠点」 として産業等用地を整備するもの。

令和2年度においては，令和元年度に引き続き，道明地区新産業等用地（第一事業区）約4.9haの用地整備を

進めるとともに，土地開発基金からの買戻し，用地売却に係る不動産鑑定評価及び測量・登記等業務委託などを

行う。

【用地造成に係る経費】

･道明地区新産業等用地｡ （第一事業区）基盤整備工事費 474,656千円

･土砂運搬業務委託料

【用地取得に係る経費】

● 0 42,477千円

･道明地区新産業等用地（第一事業区）の土地開発基金からの買戻し経費 433,688千円

･道明地区新産業等用地（第二事業区）取得に係る不動産鑑定評価手数料 689千円

･道明地区新産業等用地（第二事業区）取得に係る建物等調査算定業務委託料 2,992千円

【用地売却に係る経費】

･道明地区新産業等用地（第一事業区）売却に係る不動産鑑定評価手数料 1

･道明地区新産業等用地（第一事業区）測瞳・登記等業務委託料 6

【一般会計への繰出金】

ア
リ

417千円

320千円

･道明地区新産業等用地（第一事業区）売却収入の一般会計への繰出金 558,520千円



新産業等用地整備事業費特別会計【歳出】

新産業拠点形成推進事務局

鼻負身 _』 － 882 ー

款 2 新産業等用地管理費 項 1 新産業等用地管理費 目 1 新産業等用地管理費

科 、目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

■
凸

新産業等用地管理事務 442 ○新産業等用地管理事務（戦略プロジェクト事業）

取得済の新産業等用地内の道路，用水路等の草刈を行うなど適正な管理を行う。

･企業立地ガイド印刷費 、 ′ 110千円

･道水路草刈業務委託料 314千円

･その他経費
’

ゅ

18千円

b ■



~》…》

新産業等用地整備事業費特別会計【歳出】

一言》 亨

新産業拠点形成推進事務局

－ 883 一

款 3 公 債 費 項 1 公 債 費 目 2 利 子

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円） 事 務 ‘ 事 業 等 の 説 明

市債償還事務 366 ○市債償還事務

道明地区新産業等用地整備事業に係る起債の償還を行う。

･新産業等用地整備事業債（令和元年度事業費充当分）に係る償還利子 366千円



土地取得事業費特別会計【歳出】

管 財 課

』』_』_』 一 884 －

款 1 管理事務費 項 1 管理事務費 目 1 基金管理事務費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明
｡

基金管理事務 1 ○基金管理事務

土地開発基金運用収入額を一般会計に繰り出すもの。

繰出金（土地開発基金運用利息相当分） 1千円

甸 昏



弓 ~》‐~》
土地取得事業費特別会計【歳出】

亨

環境企画課

－885 ー

款 1 管理事務費 項 1 管理事務費 目 1 基金管理事務費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円） 事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

基金管理事務 3 ○基金管理事務

土地開発基金の取得した財産の不動産（電柱・支線）賃貸料収入を一般会計に繰り出すもの。

･繰出金 3千円

財源：一般財源3千円



土地取得事業費特別会計【歳出】

障がい福祉課

身負_』 _』 － 886 一

款 1 管理事務費 項

C

1 管理事務費 目 1 基金管理事務費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事業 等 の 説 明

基金管理事務

●

1 ○基金管理事務

障がい福祉課が分準する土地開発基金土地（旧競馬場跡地内）の土地貸付収入（電柱敷地）

について，盛岡市土地開発基金条例第5条の規定により整理するもの。

･繰出金（旧競馬場跡地電柱敷地料分）

財源：一般財源1千円

1千円

C ●



~》胃》》

土地取得事業費特別会計【歳出】

道路建設課

－887 一

款 1 管理事務費 項 1 管理事務費 目 1 基金管理事務費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

基金管理事務 7,058 ○基金管理事務

･下の橋駐車場維持管理経費 3,289千円

､土地開発基金運用収入繰出金 3,769千円

(土地開発基金の運用益を一般会計に繰出すもの。 ）

財源：一般財源7,058千円



土地取得事業費特別会計【歳出】

観 光 課

_』 身』 ､負－ 888 一

款 1 管理事務費 項 1 管理事務費 目 1 基金管理事務費

科 目

(事務・事業名）
金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

基金管理事務 6,240 ○基金管理事務

鉈屋町保存建築物等活用事業に伴い， 旧市立病院跡地を賃貸する。

繰出金
ユニバース鉈屋町店駐車場用地4610.56㎡ ．
地番鉈屋町260番1

契約月日平成22年3月24日
契約期間平成22年4月1日～令和12年2月18日 月額519,940円

P

～

財源:一般財源(基金収入） 6,240千円

O ｩ
①

‘
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東中野財産区特別会計【歳出】

へ；､

管 財 課

－ 883 －

款 1 財 産 費 項 1 財産管理費 目 1 財産管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ● 事 業 等 の 説 明

財産管理事務 2,677 ○財産管理事務 、 2,677千円

東中野財産区の運営及び財産区所有財産の適正管理を行なう。

報酬 202千円

財産区管理会委員報酬 202千円

負担金 7千円

中野地区振興協議会負担金 3千円

中野地区振興協議会総会出席負担金 4千円

､繰出金

一般会計への繰出金

(東中野財産区特別会計において,歳入から繰出金以外の歳出を差し引いた額を，

財政調整基金に積み立てるため一般会計へ繰り出すもの｡）

1,983千円

1,983千円

その他の経費 485千円

報償費，旅費，需用費，使用料及び賃借料 485千円

財源：財産収入2,676千円，諸収入’千円



東中野，東安庭，門財産区特別会計【歳出】

管 財 課

↓

身 ノ _， 鼻
ー 一

款 1 財 産 費 項 1 財産管理費 目 1 財産管理費

科 目
(事務・事業名）

金 額
(千円）

事 務 ・ 事 業 等 の 説 明

財産管理事務

？

694 ○財産管理事務 694千円

東中野，東安庭，門財産区の運営及び財産区所有財産の適正管理を行なう。

報酬 202千円

財産区管理会委員報酬 202千円 一

負担金 7千円

中野地区振興協議会負担金 3千円

中野地区振興協議会総会出席負担金 4千円

その他の経費 485千円

報償費，旅費，需用費，使用料及び賃借料 ． 485千円

財源：財産収入8千円，諸収入1千円，繰入金685千円

(東中野，東安庭, 、門財産区特別会計において，繰入金以外の歳入から歳出を差し引いた額を

一般会計から繰り入れ，財源に充当するもの。 ）

●

q ●


